
〒930-0051 富山市室町通り一丁目1番32号
https://www.shinkin.co.jp/tomishin/



そ
の
他

資
料
編

と
み
し
ん
概
要

営
業
の
ご
案
内

ト
ピ
ッ
ク
ス
・
あ
ゆ
み

安
心
と
信
頼

方
針
と
業
績

01

方 針と業 績

基本方針		 	02

地域活性化への取り組みについて		 	03

中小企業の経営改善への取り組み		 	04

金融仲介機能の強化について		 	05

富山信用金庫 事業の概要		 	06

安 心と信 頼

安心と信頼 健全経営		 	08

安心と信頼  コンプライアンス		 	10

トピックス・あ ゆ み

富山信用金庫 トピックス		 	12

富山信用金庫のあゆみ		 	16

営 業 の ご 案 内

主要な事業の内容、商品・サービスのご案内		 	17

手数料一覧		 	20

とみしん 概 要

総代会について		 	22

組織と役員		 	25

店舗一覧・営業地区		 	26

店外キャッシュコーナー		 	27

その他		 	28

資 料 編

	 	29

そ の 他

信用金庫業界の現況		 	50

とみしんホームページの紹介		 	51

キャラクターの紹介・「LINE」のご案内		 	52

開示項目一覧		 	53



THE TOYAMA SHINKIN BANK REPORT 2023

地域活性化への取り組みについて基本方針
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金融仲介機能の強化について中小企業の経営改善への取り組み
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富山信用金庫 事業の概要
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安心と信頼 健全経営
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安心と信頼 コンプライアンス
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富山信用金庫 トピックス
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主要な事業の内容、商品・サービスのご案内富山信用金庫のあゆみ
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明治35年 4 月 富山売薬信用組合設立（初代代表理事 阿部初太郎）
昭和16年 1 月 金岡好造 組合長に就任

18年 7 月 富山市信用組合と合併
〃 富山信用組合と改称

25年 7 月 岩瀬支店開設
26年 6 月 信用金庫法施行

7 月 八尾支店開設
10月 富山信用金庫に改組

27年 7 月 清水町支店（現 元町支店）開設
10月 橋北支店開設
11月 上り立町支店（現 向川原町支店）開設

29年 7 月 中野支店開設
30年 8 月 大沢野支店開設
31年 7 月 丸の内支店開設
32年 7 月 四方信用金庫を吸収合併し富山信用金庫四方支店と

する
11月 松井伊兵衛 理事長に就任

34年 12月 本店完成
35年 3 月 奥田支店開設
37年 11月 職員クラブ新築（福利厚生施設）
38年 8 月 双代町支店開設
39年 12月 中新川郡水橋町並びに婦負郡呉羽町の内旧老田村を

営業地区として拡張
〃 呉羽支店開設

40年 3 月 預金残高100億円を突破
6 月 射水郡並びに中新川郡立山町を営業地区として拡張

43年 12月 日本銀行と取引開始
44年 5 月 窪支店開設
46年 7 月 新湊市を営業地区として拡張
47年 4 月 高原町支店開設

〃 創立70周年記念式典挙行
48年 6 月 高岡市、滑川市、中新川郡上市町及び舟橋村を営業

地区として拡張
12月 南富山支店開設

49年 8 月 南富山支店内に事務機械センター設置
50年 5 月 稲垣三郎 理事長に就任

〃 松井伊兵衛 会長に就任
11月 高岡支店開設

51年 5 月 普通預金オンラインシステムが全店にて稼働
54年 4 月 豊田支店開設

〃 譲渡性預金（NCD）取り扱い開始
7 月 魚津市を営業地区として拡張
8 月 為替事務のオンライン化を実施

55年 4 月 藤の木支店開設
56年 2 月 本店営業部、西町支店、元町支店の3か店に店内現金

自動支払機（CD）を設置
10月 婦中支店開設
〃 創立80周年を記念して金庫マークを改定

11月 創立80周年記念グラウンド完成
12月 預金残高1,000億円を突破

57年 2 月 しんきんオンライン・キャッシュサービス開始
4 月 創立80周年記念式典挙行
12月 南富山支店堀出張所開設

58年 4 月 国債の窓口販売開始
6 月 砺波市を営業地区として拡張
7 月 五福支店開設

59年 3 月 川高三郎 理事長に就任
〃 融資業務オンラインシステム稼働
6 月 東富山支店開設
10月 八尾支店井田出張所開設

60年 3 月 市場金利連動型預金（MMC）取り扱い開始
4 月 稲荷町支店開設

62年 2 月 北陸銀行とCDオンライン業務を提携
4 月 自由金利型定期預金取り扱い開始
6 月 両替商業務を開始
9 月 富山第一銀行及び富山銀行とCDオンライン業務を

提携

平成元年 6 月 市場金利連動型定期預金（小口MMC）取り扱い開始
10月 八尾支店井田出張所を廃止し、八尾北支店を開設

2 年 5 月 第三次オンラインシステムスタート
3 年 2 月 サンデーバンキング（日曜日のCDの取り扱い）開始
4 年 4 月 創立90周年を迎える

5 月 松井元太郎 理事長に就任
5 年 10月 変動金利定期預金取り扱い開始
6 年 10月 堀出張所を「堀支店」に昇格、移転して新築開店
7 年 5 月 電算システムを信金大阪共同事務センターへ移行し、

新オンラインシステムがスタート
8 年 9 月 新型ATM（振込対応）の導入
9 年 3 月 しんきんANSERシステムサービス（通知・照会・資金移

動）の開始
10年 4 月 ATM祝日稼動を開始

8 月 インターネットホームページ開設
11年 3 月 郵便局ATMとの相互接続開始

12月 預金残高2,000億円を突破
12年 11月 丸の内支店を新築移転
13年 3 月 スポーツ振興くじ“toto”の販売・払戻し両業務の開始

4 月 損害保険（住宅ローン長期火災保険等）の窓口販売
開始

14年 4 月 創立100周年記念式典挙行
11月 インターネットバンキングサービスの開始
12月 生命保険（定額年金）の窓口販売開始

15年 5 月 西町支店を丸の内支店に統合
6 月 個人向け国債等の募集取り扱い業務開始
10月 射水信用金庫と合併し、31店舗となる
〃 「とみしんサクセスクラブ」の発足

16年 1 月 ペイジー・サービスの取り扱い開始
6 月 松井元太郎 理事会長に就任
〃 三鍋吉男 理事長に就任

17年 1 月 八尾北支店を八尾支店に統合
18年 1 月 稲荷町支店を元町支店に統合

10月 北陸地区全信用金庫合同によるしんきんビジネスフェ
ア「北陸ビジネス街道」の開催開始

19年 9 月 「とやま県民債」の取り扱い開始
11月 大門支店を大島支店に統合

20年 3 月 「コラボ産学官」富山支部を設立
6 月 中村和雄 理事長に就任
10月 生命保険第三分野商品の取り扱い開始

21年 6 月 山地清 理事長に就任
22年 1 月 相談特化型店舗「B＆Lコンサルティングスクエア」を

開設
23年 2 月 上市信用金庫と合併し、35店舗となる

11月 小杉中央支店を射水営業部に統合
24年 4 月 創立110周年記念式典挙行

11月 中野支店を大泉支店に、窪支店を赤江支店に、中川原
支店を高原町支店にそれぞれ統合

25年 10月 東富山支店を新築移転
11月 堀川支店を堀支店に統合

26年 7 月 「とみしんビジネスクラブ」を設立
11月 大沢野支店を移転

28年 7 月 投資信託の窓口販売開始
〃 営業地区を富山県全域に拡張
9 月 向川原町支店を本店営業部に統合

29年 3 月 立山支店を新築移転
４ 月 信託商品の取り扱い開始
６ 月 「スマホ口座開設サービス」の取り扱い開始
９ 月 五福支店を丸の内支店内に移転

30年 １ 月 個人型確定拠出年金（iDeCo）の取り扱い開始
〃 「つみたてNISA」専用商品の取り扱い開始

11月 「とみしんビジネスフェア2018」を開催
〃 橋北支店を丸の内支店内に移転

令和 2 年 4 月 「とみしん地域応援マーケットスクエア」事業を開始
11月 「とみしんSDGs宣言」を制定

令和 4 年 2 月 「とみしん上市サテライトオフィス」開設
4 月 創立120周年記念式典挙行

	 預金業務
イ預金
当座預金・普通預金・貯蓄預金・通知預金・定期預金・定期積金・
別段預金・納税準備預金を取り扱っております。

ロ譲渡性預金
譲渡可能な預金を取り扱っております。

	 貸出業務
イ貸付
手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。

ロ手形の割引
商業手形の割引を取り扱っております。

	 内国為替業務
送金為替、当座振込及び代金取立等を取り扱っております。

	 有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株

式、その他の証券に投資しております。

	 附帯業務
イ代理業務
①日本銀行歳入代理店
②�信金中央金庫・株式会社日本政策金融公庫等の代理貸付
業務

ロ‌�国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事
務の取り扱い

ハ保護預り及び貸金庫業務
ニ有価証券の貸付
ホ両替
ヘ債務の保証
ト公共債の引受
チ国債等公共債および投資信託の窓口販売
リ‌�保険商品の窓口販売（保険業法第275条第1項により行う保険

募集）
ヌスポーツ振興くじの払戻業務
ル確定拠出年金法（平成13年法律第88号）により行う業務
ヲ電子債権記録業に係る業務

主要な事業の内容

預金商品
種　類 特　色 期　間 お預け入れ金額

当 座 預 金 商取引の決済などに小切手や手形をご利用いただくための預金です。 期間の定めは
ございません 1円以上

普 通 預 金 給与・年金・配当金の自動受取、公共料金の自動支払などにご利用いただけます。 期間の定めは
ございません 1円以上

無 利 息 型 普 通 預 金 普通預金と同様の機能を持ち、利息は付きませんが、預金保険制度により全額保護されます。 期間の定めは
ございません 1円以上

貯 蓄 預 金 自動受取、自動支払の機能はありませんが、残高に応じて金利をお付けする有利な預金です。 期間の定めは
ございません 1円以上

通 知 預 金 まとまったお金を短期間預けるのに有利です。 期間の定めは
ございません 10,000円以上

納 税 準 備 預 金 納税資金専用の預金です。お利息は非課税となります。 期間の定めは
ございません 1円以上

ス ー パ ー 定 期 千円以上の資金を有利に運用できます。 1ヶ月～5年 1,000円以上
300万円未満

ス ー パ ー 定 期 300 3百万円以上の資金を有利に運用できます。 1ヶ月～5年 300万円以上
1,000万円未満

ス ー パ ー 定 期 IB インターネットバンキングを利用し、窓口に来店することなく千円以上の資金を有利に運用できます。 1ヶ月～5年 1,000円以上
1,000万円未満

大 口 定 期 預 金 1千万円以上の大口余裕資金を有利に運用できます。 1ヶ月～5年 1,000万円以上

期 日 指 定 定 期 預 金 個人専用で1年複利計算方式の定期預金です。1年経過後は1カ月以上前に満期日の変更ができます
ので、急な出費にも安心。1万円以上の一部支払もできます。 最長3年 1,000円以上

300万円未満
変 動 金 利 定 期 預 金 預け入れ日の6ヶ月後の応当日ごとに市場金利に連動して金利が変わる定期預金です。 1年～3年 1,000円以上

定 期 積 金 目標に合わせて毎月計画的に積み立ていただけます。 6ヶ月以上
5年以内 1,000円以上

富山信用金庫　商品・サービスのご案内
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融資商品　事業者向け
種　類 特色・お使いみち 期　間

ニュー・サ ポ ートロ ー ン
運転資金、設備資金
　⃝100万円以上3,000万円以内
　⃝オリックス㈱保証付

7年以内

タ イ ア ッ プ ロ ー ン
運転資金、設備資金
　⃝300万円以上3,000万円以内
　⃝富山県信用保証協会の保証付

運転資金：5年以内
設備資金：7年以内

ビ ジ ネ ス カ ード ロ ー ン
事業資金（お使いみち自由）
　⃝2,000万円以内
　⃝富山県信用保証協会の保証付

2年（2年ごとの更新）

代 理 貸 付

各種金融機関等の代理業務を取り扱っています
　⃝信金中央金庫
　⃝株式会社日本政策金融公庫
　⃝独立行政法人福祉医療機構
　⃝独立行政法人住宅金融支援機構
　⃝独立行政法人中小企業基盤整備機構 等

委託金融機関の定める期間

とみしんTKC経営者ローン
TKC北陸会会員税理士と顧問契約を行っている方
　⃝無担保・第三者保証人不要
　⃝運転資金：2,000万円以内

7年以内

とみしん税理士会経営者
ロ ー ン

北陸税理士会会員税理士と顧問契約を行っている方
　⃝無担保・第三者保証人不要
　⃝運転資金：2,000万円以内

7年以内

とみしん グッドサ ポ ート
3年以上の営業実績がある、法人および個人事業主の方
　⃝原則、無担保・第三者保証人不要
　⃝運転資金：2,000万円以内

7年以内

と み し ん 事 業 活 性 化 
促 進 資 金

事業の多角化や合理化、および雇用創出に貢献する事業者の方
　⃝原則、無担保・第三者保証不要
　⃝運転資金：3,000万円以内

5年以内

富山県中小企業家同友会
ロ ー ン

富山県中小企業家同友会会員の方向けの富山県信用金庫協会統一商品
　⃝原則、無担保・第三者保証人不要
　⃝運転資金、設備資金：1,000万円以内

運転資金：5年以内
設備資金：7年以内

とみしん アグリサ ポ ート
ロ ー ン

日本政策金融公庫のＣＤＳスキームを活用し、農業経営に必要な資金を供給します
　⃝運転資金、設備資金：100万円以上6,000万円以内 1年以上7年以内融資商品　教育ローン� Web：Web申込対象ローン

種　類 特　色 期　間 融資額

教 育 ロ ー ン Web

入学金・授業料等の学校納付金、受験費用等にご利用いただけます。インターネットからお申込
みの方、または、しんきん保証基金保証付の個人ローンのご利用実績があるか、しんきん保証基
金保証付カードローンをお持ちの方は、通常のプランに比べ、お得な金利でご利用いただけま
す。しんきん保証基金保証付。

3ヶ月以上16年以内 1,000万円以内

と み し ん
教 育 カ ー ド ロ ー ン Web

在学中はお利息のみの返済で設定された限度額まで繰り返しご利用いただけます。卒業後に毎
月返済でらくらくご返済。しんきん保証基金保証付。

在学中・5年以内かつ卒業の3ヶ月後まで
卒業後・3ヶ月以上10年以内

50万円以上
500万円以下

在学中はお利息のみの返済で設定された限度額まで繰り返しご利用いただけます。卒業後に毎
月返済でらくらくご返済。㈱オリエントコーポレーション保証付。

在学中・6年9ヶ月以内
卒業後・10年以内

100万円以上
500万円以下

が んばる子 育て家 庭 支 援
融 資

3人以上のお子様を有する方向けの富山県の新学資ローンです。年度内に支払った利子相当額
を県が利子補給します。しんきん保証基金保証付。 10年以内 居住形態により

子 育 て 応 援 ロ ー ン 出産から小学校入学準備までに必要な資金にご利用いただけます。しんきん保証基金保証付。 3ヶ月以上10年以内 100万円以内

融資商品　カーライフローン� Web：Web申込対象ローン

種　類 特　色 期　間 融資額

カ ー ラ イ フ ロ ー ン Web

新・中古車（オートバイ含む）購入、車検・修理、運転免許取得、車庫の設置、車のローンの借換、
パーツ・オプション購入取付、自動車保険等にご利用いただけます。インターネットからお申込
みの方、または、しんきん保証基金保証付の個人ローンのご利用実績があるか、しんきん保証基
金保証付カードローンをお持ちの方は、通常のプランに比べ、お得な金利でご利用いただけま
す。しんきん保証基金保証付。

3ヶ月以上10年以内 1,000万円以内

融資商品　職域サポートローン� Web：Web申込対象ローン

種　類 特　色 期　間 融資額

職 域 サポ ートローン Web
当金庫と職域サポート契約を締結いただいている事業者、従業員の方専用のローンです。ご融
資金額が最大500万円で、自動車、教育、住宅・リフォーム関連資金に対応しています。しんきん
保証基金保証付。

3ヶ月以上10年以内 500万円以内

融資商品　カードローン� Web：Web申込対象ローン

種　類 特　色 期　間 契約極度額

カ ー ド ロ ー ン Ⅱ Web ちょっと足りないときや急な出費にカード1枚で何回でもご利用可能。定額返済方式。ご利用限
度額100万円以内。しんきん保証基金保証付。 3年 10・20・30・40・50・60・70・

80・90・100万円の10種類

カ ー ド ロ ー ン Ⅲ Web ちょっと足りないときや急な出費にカード1枚で何回でもご利用可能。残高スライド方式。ご利
用限度額110万円以上300万円以内。しんきん保証基金保証付。 3年 110万円〜

300万円以内

カ ー ド ロ ー ン 
（ セ ッ ト プ ラ ン ） Web

しんきん保証基金保証付の個人ローンまたは住宅ローンのご利用者（実行予定含む）や既存融
資先のお客さま専用のカードローンです。しんきん保証基金保証付。 3年

10万円〜
300万円以内

※WEB完結は100万円以内

イエ スカードロ ー ン Web ちょっと足りないときや急な出費にカード1枚で何回でもご利用可能。定額返済方式。ご利用限
度額50万円以内。（株）オリエントコーポレーション保証付。 3年 10・20・30・40・

50万円の5種類

とみしんきゃっするワイドWeb インターネット、フリーダイヤルからもお申し込み可能なカードローンです。信金ギャランティ
（株）保証付。 5年 50万円以上

500万円以内

とみしんきゃっするクローバー 年金受給者向け専用のカードローンです。信金ギャランティ（株）保証付。 5年 10万円以上
50万円以内

各種サービス
種　類 特　色

と み し ん Pay-easy 口 座 振 替 サ ー ビ ス クレジットカードや保険契約時の口座振替の手続きを、印鑑なしにキャッシュカードだけで行うことができるサービスです。
※ご利用可能なカードは個人の普通預金キャッシュカードです。

しん き ん 北 陸トライネットATM サ ービ ス 富山県・石川県・福井県に本店を置く信用金庫のキャッシュカードは、トライネットのステッカーのある CD・ATMでご利用手数料が
無料でご入金・お引き出しができます。

フ ァ ク シ ミ リ 振 込 サ ー ビ ス 今あるFAXと電話機を使うだけでオフィスや自宅から簡単に振込ができます。フリーダイヤルを採用しているので通信料が不要で
す。窓口扱いに比べて手数料もお得です。

イ ン タ ー ネ ッ ト バ ン キ ン グ 預金の残高照会や振込み・振替などをインターネット回線を利用してパソコンや携帯電話から行っていただくことができるサービス
です。

で ん さ い ネ ッ ト サ ー ビ ス 手形・振込に代わる新たな決済手段で、事業者の資金調達の円滑化を図ることができるサービスです。

ス マ ホ 取 引 ア プ リ しんきんバンキングアプリ、しんきん通帳アプリ、しんきん口座開設アプリがご利用いただけます。スマートフォンで残高、入出金
明細の確認や、口座開設ができる便利なサービスです。

融資商品　住宅・リフォームローン� Web：Web申込対象ローン

種　類 特　色 期　間 融資額

とみしん新型住宅ローンWeb 住宅の新築、マンション・住宅・中古住宅の購入、リフォーム、土地の購入、住宅ローンの借換え
など広範囲の資金使途に対応した住宅ローンです。しんきん保証基金保証付。 1年以上40年以内 50万円以上

10,000万円以内
住 ま い る い ち ば ん

（ ネ ク ス ト Ⅴ ）
住宅の新築、マンション・住宅・中古住宅の購入、リフォーム、土地の購入、住宅ローンの借換え
など広範囲の資金使途に対応した住宅ローンです。段階保証料を導入し、有利な保証料でご提
供。全国保証㈱保証付。

2年以上40年以内 100万円以上
10,000万円以内

無 担 保 住 宅 ロ ー ン Web

自宅の購入資金、新築資金、建て替え資金、リフォーム資金や、住宅ローンの借換え資金(条件が
ございます)など、ご利用いただけます。インターネットからお申込みの方、または、しんきん保証
基金保証付の個人ローンのご利用実績があるか、しんきん保証基金保証付カードローンをお持
ちの方は、通常のプランに比べ、お得な金利でご利用いただけます。しんきん保証基金保証付。

3ヶ月以上20年以内 1,500万円以内

と み し ん フ ラ ット35 最長35年の全期間固定金利の住宅ローンです。住宅金融支援機構提携型。 15年以上35年以内 100万円以上
8,000万円以内

融資商品　多目的ローン� Web：Web申込対象ローン

種　類 特　色 期　間 融資額
フ リ ー ロ ー ン Web お使いみちが自由です。事業性資金・他金融機関からの借換えにも対応。しんきん保証基金保

証付。 3ヶ月以上10年以内 500万円以内

職 域 フ リ ー ロ ー ン Web 当金庫と職域サポート契約を締結いただいている事業者、従業員の方専用のローンです。お使
いみちが自由です。事業性資金・他金融機関からの借換えにも対応。しんきん保証基金保証付。 3ヶ月以上10年以内 500万円以内

フリ ー ロ ー ン DASH Web お使いみちが自由です。事業性資金・他金融機関からの借換えにも対応。（株）オリエントコーポ
レーション保証付。 6ヶ月以上10年以内 1,000万円以内

ス ペ シ ャ ル 
フ リ ー ロ ー ン Web

お使いみち自由（事業性資金は除きます）。他金融機関からの借換えにも対応。大型のご融資に
も対応しています。オリックス・クレジット㈱保証付。 6ヶ月以上10年以内 1,000万円以内

シ ニ ア ラ イ フ ロ ー ン
満60歳以上で当庫で公的年金受取口座をお持ちの方専用で、リフォーム資金、車購入資金、旅
行費用のほか、健康で文化的な生活を営むために必要な資金で、申込人または申込人の家族が
必要とする資金にご利用いただけます。しんきん保証基金保証付。

3ヶ月以上10年以内 100万円以内
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サービス手数料（2023年6月末現在）

区　分 項　目 3万円未満 3万円以上

窓口扱い

同 一 店 内 宛 220円 440円
当 金 庫 本 支 店 宛 330円 550円

他 信 金 ・ 他 銀 行 宛 （文書扱） 605円 770円
（電信扱） 605円 770円

自動振込
同 一 店 内 宛 110円 220円
当 金 庫 本 支 店 宛 110円 330円
他 信 金・他 銀 行 宛 （電信扱） 440円 660円

給与振込 他 信 金 ・ 他 銀 行 宛 110円
HB、法人IB、
ファクシミリ 
振込サービス

同 一 店 内 宛 無　料 無　料
当 金 庫 本 支 店 宛 110円 330円
他 信 金 ・ 他 銀 行 宛 440円 660円

個人IB
同 一 店 内 宛 無　料 無　料
当 金 庫 本 支 店 宛 無　料 無　料
他 信 金 ・ 他 銀 行 宛 330円

ATM振込
同 一 店 内 宛 110円 330円
当 金 庫 本 支 店 宛 110円 330円
他 信 金 ・ 他 銀 行 宛 440円 660円

振込手数料
区　分 項　目 規定料

カード・通帳等
発行、再発行

キャッシュカード 発行 無　料
再発行一回毎 1,100円

ミニカード、マイカード 発行 無　料
再発行一回毎 1,100円

とみしんきゃっする
とみしんきゃっするクローバー

発行 無　料
再発行一回毎 1,100円

とみしん教育カードローン
ビジネスカード

発行 無　料
再発行一回毎 1,100円

代理人カード 発行 1,100円
再発行一回毎 1,100円

通帳・証書の再発行（1枚（冊）） 1,100円

証明書発行

残高証明書発行（1通）（預金・貸出セット含み） 330円
住宅取得資金に係る借入金年末残高等証明書（1枚） 330円
利息証明書（1枚） 330円
取引明細表発行（1件）（当座預金控え除く） 770円
個人情報開示書（1件）（当座預金控え除く） 770円
監査法人向け残高証明書発行 3,300円

集金帳
普通預金集金帳（1冊） 7,700円
当座勘定入金帳（1冊） 7,700円

発行・再発行手数料

項　目 規定料

ファクシミリ・サービス利用料 基本月額1,100円
受信紙（1枚10円×110％）

アンサー（通知、照会）サービスのみ 基本月額550円
ホームバンキング（アンサー含み） 基本月額1,100円
インターネットバンキング（個人） 基本月額　無　料

インターネットバンキング（法人）

⃝‌�全てのサービスをご利用
の場合� 基本月額3,300円

⃝‌�照会、都度振込、預金口座
振替に限定したサービスを
ご利用の場合 
� 基本月額2,200円

ファクシミリ振込サービス 基本月額1,100円

インターネットバンキング等手数料

区　分 項　目 規定料

保護預り関係

セーフティ・ケース一個当たり（年間） 1,320円
夜間金庫利用一先当たり（年間） 26,400円

貸金庫一個当たり（年間） 小型 6,600円
中型 13,200円

株式等払込手数料 払込金額×2.5÷1,000×110％

その他の手数料

両替枚数 規定料

1〜50枚 当金庫に口座をお持ちの方 無　料
当金庫に口座をお持ちでない方 110円

51〜300枚 330円
301〜1,000枚 660円
1,001枚以上1,000枚ごとに660円に330円を加算

両替手数料※

区　分 項　目 規定料

発行・交付
手数料

約束手形帳1冊（25枚） 880円
為替手形帳1冊（25枚） 1,650円
小切手帳1冊（50枚） 1,320円
手形貸付用手形用紙（1枚） 17円
バラ手形（約束・為替）用紙（1枚） 220円
マル専手形用紙（1枚） 550円
マル専口座開設手数料 割賦販売通知書（1枚） 3,300円
保証小切手交付 550円

区　分 項　目 規定料（1枚につき）

小切手 電子交換 無　料
個別取立　※2 1,100円

手　形
※1

電子交換 660円
個別取立　※2 1,100円

組戻等 送金・振込・取立 660円
不渡り手形返却料 660円

※1　割引手形の取立手数料も通常の代金取立手数料と同一になります。
※2　�個別取立とは、電子交換所に加盟していない金融機関あての手形・小切手取

立の場合等、郵送などで取立を行うものに適用します。

小切手・手形等手数料

でんさいネットサービス手数料
⃝月額基本手数料

項目 規定料

基本手数料 無　料

⃝基本手数料・各記録請求1件あたりの手数料

手数料の種類
インターネット 書面・店頭持込

当金庫宛 他行庫宛 当金庫宛 他行庫宛

発生記録 330円 660円 1,100円
譲渡記録 220円 660円 1,100円
分割譲渡記録 220円 660円 1,100円
口座入金 無　料
通常開示 110円 1,100円
特例開示 ― 2,750円
割引手数料 ― 無　料
変更記録（債権内容にかかる場合） 330円 1,320円
単独保証記録（譲渡に随伴しない
場合） 330円 1,100円

支払等記録（口座間送金決済以外） 330円 1,100円
残高証明書（定例発行方式） ― 1,980円
残高証明書（都度発行方式） ― 4,400円

ATMご利用手数料（当金庫設置ATM）

曜　日 時間帯
当金庫

及び北陸三県の
信用金庫カード

北陸三県以外の
信用金庫カード

提携金融機関
（銀行等）カード

平　　　日
8:00～8:45

無　料

110円 220円
8:45～18:00 無　料 110円
18:00～21:00 110円 220円

土　曜　日
9:00～14:00 無　料 110円

14:00～21:00 110円 220円
日曜・祝日 9:00～21:00 110円 220円

提携金融機関カードでの入金は、ゆうちょ銀行など一部金融機関カードのみ可能
です。

振込先
振込金額

3万円未満 3万円以上

同一店内宛 110円 330円
当金庫本支店宛 110円 330円
他信金・他銀行宛 440円 660円

キャッシュカード利用による出金での振込の場合は、上記の振込手数料にATMご利
用手数料が加算されます。

ATMご利用による振込手数料

融資に関する手数料（2023年6月末現在）
種　別 内　容 取扱手数料

住宅ローン 融資額×0.5%×110%（全国保証㈱保証付は別に1件につき55,000円）

不動産担保
新規設定（住宅ローン除く） 1件33,000円
変更（当初から条件のものは除く） 1件16,500円

証書貸付
全額繰上償還 11,000円
一部繰上償還 1回11,000円

固定金利特約付証書貸付
繰上償還 

（固定金利特約期間中）

繰上償還金額500万円未満 1回22,000円
500万円以上～1,000万円未満 1回33,000円
1,000万円以上 1回44,000円

固定金利特約（再設定） 1回 5,500円
住宅金融支援機構　フラット35 1件33,000円
とみしんNPOローン 1件 5,500円
とみしんグッドサポート（保証協会付の場合は免除） 1件 5,500円
とみしん創業支援資金 1件 5,500円
証書貸付条件変更　　事業性資金 1件22,000円
証書貸付条件変更　　消費性資金 1件11,000円
質権設定（第三者）承諾書発行 1通 1,100円
支払承諾（工事保証等）保証書発行 1通 1,100円
融資可能証明書 1通11,000円

現金整理事務手数料※
⃝金種指定出金

枚数 規定料

1～50枚 無　料
51～300枚 330円
301～1,000枚 660円
1,001枚以上1,000枚ごとに 
660円に330円を加算

⃝大量硬貨入金
枚数 規定料

1～50枚 無　料
51～1,000枚 550円
1,001～2,000枚 1,100円
2,001枚以上1,000枚ごとに 
1,100円に330円を加算

※‌�両替・入金・出金ともに無料でのお取り扱いは1日1回までとさせていた
だきます。

※「大量硬貨入金」には口座へのご入金のほか、お振込み、納税等の諸納 
　�付、手数料のお支払い（現金整理事務手数料含む）等のお取り扱いが含

まれます。
※‌�無料での、金種指定出金が1日に繰り返し行われ、当金庫が同一事業所
（同一人）様によるものと判断した場合は、その後の無料でのお取り扱い
をお断りする場合もございます。
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◦総代候補者選考基準
◦当金庫の会員であること。
◦地域における信望が厚く、総代として相応しい80歳までの会

員であること。
◦金庫の理念を良く理解し、金庫との取引も良好であること。
◦地域の情報に通じ、金庫に対する協力者であること。
◦当金庫との取引が不信または解消された場合は、選任しない

ものとする。
◦貸出延滞等、金庫に対し多大な損害を与えた場合、選任しな

いものとする。
◦金庫との訴訟等、利害対立の状態となった場合、選任しない

ものとする。
◦その他総代として相応しくない状態になった場合、選任しな

いものとする。

	 第122期通常総代会の決議事項
2023年6月15日開催の第122期通常総代会において、次の

事項が付議され、それぞれ原案の通り了承されました。
◦報告事項

第122期業務報告、貸借対照表及び損益計算書内容報告
の件

◦決議事項
第1号議案　剰余金処分案承認の件
第2号議案　定款第15条に基づく会員除名の件

	 総代の氏名（敬称略） （2023年6月末現在）
（注）‌�丸数字は、2003年度以降の総代就任回数。旧上市信用金

庫総代は、合併時（2011年2月）からの回数。
〔第1区〕� 21人

石 本 昭 二 ⑤ 押 川 実 恵 ③ 河上金物株式会社⑧
代表取締役　河上　森

神 田 　 敏 ⑤ 近 藤 秀 樹 ⑥ 近 藤 裕 世 ①

杉 木 泰 博 ⑤ 高 木 悦 郎 ⑧ 髙 野 二 朗 ③

津 幡 清 志 ① 富山スガキ株式会社⑧
代表取締役　須垣貴雄 波 岡 伸 郎 ⑤

野 中 義 夫 ⑥ 野 村 健 造 ③ 長 谷 川 徹 ⑤

藤 木 演 文 ⑤ 宮 田 義 剛 ⑤ 矢 郷 允 康 ③

山 本 倫 郎 ⑧ リードケミカル株式会社⑧
代表取締役社長　中井　環 若 林 啓 介 ⑤

〔第2区〕� 21人

市 森 友 明 ① 伊 藤 昭 蔵 ③ 梅 田 ひ ろ 美 ④

岡 田 幸 雄 ③ 黒 田 敏 雄 ⑧ 高 田 順 一 ⑤

竹 島 礼 二 ③ 田 中 　 紀 ⑧ 常 盤 典 靖 ②

戸 田 　 治 ④ 中 川 直 則 ① 南 日 莞 爾 ⑧

橋 本 善 明 ② 林 　 政 範 ⑧ 平 尾 嘉 章 ⑦

藤 川 幸 造 ④ 桝 田 隆 一 郎 ③ 松 下 栄 信 ⑤

翠 田 章 男 ⑤ 安 川 寿 夫 ③ 山 﨑 義 明 ③

〔第3区〕� 19人

石 橋 隆 二 ① 井 波 銀 三 ④ 井 山 泰 樹 ④

梅 本 由 紀 子 ③ 江 尻 裕 亮 ③ 小 原 　 修 ②

鈴 木 保 弘 ⑤ 武 内 　 清 ③ 田 畑 正 宏 ①

中 瀬 恭 一 ① 長 濱 清 通 ③ 濱 谷 伸 二 ⑥

林 　 和 夫 ③ 福 島 　 淳 ③ 松 永 真 人 ①

松 原 悠 大 ② 水 谷 貴 子 ③ 山 口 尚 稔 ②

渡 邊 正 文 ④

	 総代会制度について
信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理

念に、会員1人1人の意見を最大の価値とする協同組織金融機関
です。従って、会員の出資口数に関係なく、1人1票の議決権を持
ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することとなります。しか
し、当金庫では、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不
可能です。そこで、当金庫では、会員の総意を適正に反映し、充実
した審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用してお
ります。

この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の
重要事項を決議する最高意思決定機関です。従って、総代会は総
会と同様に、会員1人1人の意見が当金庫の経営に反映されるよ
う、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに総代候補者
を選考する選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより
選任された総代により運営されます。

また、当金庫では、総代会に限定することなく、日常の事業活動
を通じて、総代や会員から、ご意見・ご要望を申し受けるなどコミュ
ニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでおり
ます。

なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、
お近くの営業店までお寄せください。

総代会は会員一人一人の意見を適正に反映するための
開かれた制度です

	 総代とその選任方法
◦総代の任期・定数

◦総代の任期は3年です。
◦�総代の定数は120人以上150人以下とし、6区の選任区域ご

とに会員数に応じて定められております。
◦総代の選任方法

総代は、会員の代表として会員の総意を当金庫の経営に反映
する重要な役割を担っております。そこで総代の選考は、総代
候補者選考基準に基づき、次の3つの手続きを経て選任され
ます。
◦‌�総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委員を選

任する。
◦‌�選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補

者を選考する。
◦�その総代候補者を会員が信任する（異議があれば申し立

てる）。

総代が選任されるまでの手続き

会員
6区の
選考委員
（各地区
3名以上）

総　代
候補者

総　代

総代会
会員の総意を適正に
反映するための制度

①総代会の決議に基づき
理事長が選考委員を委嘱し、
選考委員の氏名を店頭掲示

③理事長は、総代候補者氏名を
店頭掲示し、所定の手続きを経て、
会員の代表として総代を委嘱

決算に関する事項、
理事・監事の選任等
重要事項の決定

②選考委員会を開催のうえ、選考
基準に基づき総代候補者を選考

総代の氏名を店頭に1週間以上掲示

理事長は総代に委嘱
（上記②以下の手続きを経て）

b.欠員（選考を行わない）

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2未満

a.b.いずれか選択

a.他の候補者を選考

当該総代候補者が選任区域の
総代定数の1/2以上

•選任区域の会員数の1/3以上の
会員から異議の申出があった
総代候補者

③総代の選任

•会員から異議がない場合
　　　　　 または
•選任区域の会員数の1/3未満の
会員から異議の申出があった
総代候補者

理事長に報告選考委員が総代候補者を選考

異議申出期間（公告後2週間以内）

左記掲示について
北日本新聞に公告

総代候補者の氏名を
1週間以上店頭掲示

②総代候補者の選考

選考委員の氏名を店頭に掲示

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

地区を6区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める。

①総代候補者選考委員の選任
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※営業店組織は支店により多少異なります。

本部組織

営業店組織

総 代 会

理 事 会

理 事 長
監 事 会

常 勤 監 事

常 務 理 事

支 店 長

次 長・代 理

常 勤 理 事

預
金
担
当

融
資
担
当

渉
外
担
当

事

務

部

総

務

部

審
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	 事業の組織 （2023年6月末現在）〔第4区〕� 24人

池 上 一 男 ② 池 上 泰 正 ⑦ 池 田 久 好 ⑤

栗 山 義 憲 ② 小 俣 徳 重 ⑦ 櫻 井 賤 男 ⑤

澤 田 和 秀 ③ 島 田 幸 夫 ⑤ 清 水 克 洋 ①

高 木 　 裕 ① 田 中 龍 郎 ⑧ 中 田 秀 雄 ③

中 野 成 正 ④ 中 村 孝 志 ① 野 村 一 弘 ②

蓮 池 泰 洋 ② 花 方 　 淳 ⑤ 林 　 一 博 ⑥

福 澤 武 典 ④ 堀 江 眞 史 ⑤ 森 元 清 隆 ①

森 元 俊 二 ⑤ 山 本 幸 治 ③ 若 井 英 忠 ⑤

〔第5区〕� 21人

網 　 勝 三 ⑦ 稲 田 裕 彦 ⑦ 浦 山 哲 郎 ⑧

織 田 寿 一 ④ 金 井 武 史 ⑧ 栗 山 信 治 ②

黒 崎 春 久 ② 小 谷 哲 二 ⑤ 杉 山 義 継 ②

泉 田 久 昭 ⑦ 髙 田 　 実 ④ 高 寺 　 廣 ⑦

高 波 幹 雄 ⑧ 丹 保 正 敏 ② 寺 﨑 敏 治 ②

林 　 和 彦 ⑧ 平 田 一 弥 ③ 福 井 俊 之 ②

藤 岡 宏 年 ⑤ 松 田 治 男 ② 水 口 和 雄 ⑧

〔第6区〕� 23人

石 黒 博 行 ⑤ 井 上 幸 正 ⑤ 碓 井 雅 人 ⑤

岡 本 博 重 ⑤ 小 見 　 保 ⑤ 片 山 浩 之 ⑤

川 尻 優 一 ⑤ 小 柴 順 子 ⑤ 駒 井 周 豪 ⑤

酒 井 淳 一 ⑤ 澤 村 栄 一 ② 菅 原 久 幸 ⑤

髙 田 雄 治 ⑤ 高 平 　 伸 ⑤ 高 平 　 剛 ③

長 川 元 俊 ⑤ 橋 本 　 篤 ⑤ 平 井 節 雄 ⑤

二 川 裕 明 ⑤ 松 井 健 彰 ① 森 﨑 勝 喜 ⑤

山 本 尚 靖 ⑤ 米 井 賢 治 ②

総代の属性別構成比
職業別：‌�法人・法人代表者 89.9％、個人事業主 5.4％、

個人 4.7％
年代別：‌�70代以上 51.6％、60代 30.1％、50代 13.5％、

40代 4.0％、30代 0.8%
業種別：‌�製造業 25.6％、建設業 23.3％、卸売業 10.9％、

小売業 10.9％、サービス業 8.5％、
運輸業 6.2％、不動産業 4.6％、飲食業 0.8％、
その他 9.3％

（注）‌�業種別の構成比は、法人・法人代表者及び個人事業主に限
ります。

	 理事及び監事の氏名及び役職名 （2023年6月末現在）

理 事 長（ 代 表 理 事 ）山地　　清

常務理事（ 代 表 理 事 ）鷲塚　一夫

常務理事（営業推進部・総務部担当）梅川　雅之

常務理事（総合企画部長）西方　正弘

常勤理事（本店営業部長）山川　清之

理 事（ 非 常 勤 ）松井秀太郎

理 事（ 非 常 勤 ）武 隈　 律 子

常 勤 監 事 佐 子　 裕 厚

監 事（ 非 常 勤 ）片 口　　 真

監 事（ 非 常 勤 ）山 田　 岩 男

監 事（ 非 常 勤 ）長 田　 小 恵

（※1）

（※1）

（※1）

（※2）

（※1）　‌�理事　西方正弘、松井秀太郎、武隈律子は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わ
せ」に基づく職員外理事です。

（※2）　監事　長田小恵は信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。
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（2023年6月末現在）

店　　　舗
営 業 時 間

トライネット ゼロネット 入　金 振　込 記　帳
平　　　日 土　　　曜 日曜・祝日

富山市

アピタ富山店 9：00～20：00 9：00～20：00 9：00～20：00 ○ ○ ○ ○ ○
アピア 10：00～20：00 10：00～20：00 10：00～20：00 ○ ○ ○ ○ ○
B＆Lコンサルティングスクエア※ 9：00～19：00 9：00～19：00 9：00～19：00 － － ○ － －
モア前 9：00～20：00 9：00～19：00 9：00～19：00 ○ ○ ○ ○ ○

上市町 中町 9：00～19：00 9：00～17：00 ― ○ ○ ○ ○ ○
立山町 スーパーセンターシマヤ立山店 9：00～21：00 9：00～21：00 9：00～21：00 ○ ○ ○ ○ ○
設置施設の休業等により営業をしていない場合がございますのでご注意ください。
※セブン銀行との共同ATMです（法人のキャッシュカードはご利用いただけません）。

「しんきんゼロネットサービス」は、北海道から沖縄までの47都道府県
に設置されている全国の信用金庫ATMを手数料無料で利用できるサー
ビスです。信用金庫のキャッシュカードをお持ちの場合は、全国約2万台
のしんきんATMで利用手数料を支払うことなく、現金の引出し・預入れが
できますので、富山信用金庫のATMが設置されていない地域でも安心し
てご利用いただけます。
ゼロネットサービスタイム

平日 8：45～18：00の入出金
土曜 9：00～14：00の出金
※‌�上記以外の時間帯および日曜・祝休日にATMを利用される場合には

所定の手数料が必要です。
※‌�本サービスの対象とならないしんきんATMが一部ございます。

ご利用は、
このステッカーのある
CD・ATMで！

ただし、お振込につきましては、

別途、各信用金庫所定の

振込手数料が必要です。

時間外も、土曜・日曜・祝休日も

CD・ATMの利用手数料ゼロ！
富山県・石川県・福井県に本店を
置く信用金庫のキャッシュカード
は、このステッカーのあるCD・
ATMでご利用手数料が無料で、
いつでも、ご入金・お引出しいた
だけます。

（2023年6月末現在）

店　番 店舗名 住　　　　所 電話番号
店内キャッシュコーナー営業時間

平　　　日 土　　　曜 日曜・祝日

001 本店営業部 富山市室町通り一丁目1番32号 076-492-7300 8：45～21：00 9：00～17：00 9：00～17：00
003 岩瀬支店� 〇 富山市東岩瀬町新川町341番地 076-437-7161 8：45～19：00 9：00～17：00 ―
004 八尾支店� 〇 富山市八尾町東町2115番地 076-454-3161 8：45～18：00 ― ―
005 元町支店 富山市元町二丁目3番14号 076-421-8501 8：45～19：00 9：00～17：00 ―

006 橋北支店 富山市総曲輪四丁目3番5号 
（丸の内支店内） 076-415-5061 ― ― ―

009 大沢野支店� 〇 富山市長附734番地2 076-467-2361 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
010 丸の内支店 富山市総曲輪四丁目3番5号 076-423-8833 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
011 四方支店� 〇 富山市四方田町22番地 076-435-1151 8：45～19：00 9：00～17：00 ―
012 奥田支店� 〇 富山市永楽町17番12号 076-441-3031 8：45～19：00 9：00～17：00 ―
013 双代町支店 富山市田中町五丁目3番39号 076-424-2281 8：45～19：00 9：00～17：00 ―
014 呉羽支店 富山市呉羽町6569番地 076-436-5131 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
016 高原町支店 富山市中川原78番地 076-423-1515 8：45～21：00 9：00〜21：00 9：00〜21：00
017 南富山支店� 〇 富山市大町1区中部258番13 076-424-2111 8：45～21：00 9：00～17：00 9：00～17：00
018 高岡支店� 〇 高岡市清水町二丁目13番15号 0766-25-0131 8：45～19：00 9：00～17：00 ―
019 豊田支店� 〇 富山市犬島七丁目7番15号 076-438-5577 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
020 藤の木支店� 〇 富山市開461番地 076-492-2535 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
021 婦中支店 富山市婦中町速星87番地の3 076-465-3471 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
022 堀支店 富山市堀194番地 076-424-0566 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00

023 五福支店 富山市総曲輪四丁目3番5号 
（丸の内支店内） 076-423-3334 ― ― ―

024 東富山支店 富山市中田一丁目5番13号 076-437-5121 8：45～21：00 9：00～17：00 9：00～17：00
032 射水営業部 射水市三ケ1031番地 0766-55-1781 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
033 射北支店� 〇 射水市東明中町5番地の1 0766-86-0501 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
035 太閤山支店� 〇 射水市中太閤山一丁目1番地の15 0766-56-2011 8：45～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00
036 大島支店� 〇 射水市小島3942番地の2 0766-52-4588 8：45～19：00 9：00～17：00 ―
041 上市営業部 中新川郡上市町法音寺3番地 076-472-1155 8：00～21：00 9：00～17：00 9：00～17：00
042 立山支店� 〇 中新川郡立山町五百石103番地2 076-463-1155 8：00～20：00 9：00～17：00 9：00～17：00
043 大山支店� 〇 富山市中滝218番地の3 076-483-2255 8：00～20：00 9：00～17：00 9：00～17：00
044 大泉支店 富山市大泉町一丁目1番6号 076-421-1155 8：00～21：00 9：00～17：00 9：00～17：00
045 赤江支店 富山市上赤江町二丁目2番16号 076-433-1155 8：00～21：00 9：00～17：00 9：00～17：00

Ｂ＆Ｌコンサルティング
スクエア

富山市今泉西部町3番地の8
WALビル1F

076-492-7343
0120-127-343 ※店外キャッシュコーナーに記載しています。

〔本　　　部〕　富山市室町通り一丁目1番32号　076-492-7305㈹
〇昼休業導入店舗です。詳しい時間帯はホームページをご覧ください。
※全ての店内キャッシュコーナーにおいて「入金」、「出金」、「振込」、「通帳記帳」が可能です。
※店内キャッシュコーナーは全て「トライネット」、「ゼロネット」の対象となっております。

店舗一覧

営業地区（2023年6月末現在）
富山県全域

コンビニ
銀　行

ゆうちょ銀行等

とみしんのキャッシュカードなら
コンビニATMなど	
国内ほぼすべてのATMでの入出金手数料が
合計月4回まで
キャッシュバック方式で‌ 無料！

金融機関名・業態 残高
照会 出金 入金 記帳 キャッシュカード

振込

富山信用金庫 ◎ ◎ ◎ ◎ △
セブン銀行・ローソン銀行・ 
ゆうちょ銀行 ◎ ○ ○ × ×
セブン銀行・ローソン銀行以外
のコンビニATM ◎ ○ × × ×
北陸3県の信用金庫 ◎ ◎ ◎ ◎ △
北陸3県以外の全国の信用金庫 ◎ ● ● × △
都銀・信託銀・地銀・第二地銀・ 
農協等 ◎ ○ × × △
信用組合・労働金庫 ◎ ○ ○ × △

◎…無料、○…合計月4回まで無料、
●…平日8：45~18：00の入金・出金は無料、土曜日9：00~14：00の出金は無料、
△…所定の振込手数料が必要、×…取扱不可
※ATMによっては、機能変更等により通帳記帳できない場合があります。
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	 役職員の報酬体系について
1．対象役員

当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常
勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職
務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中
の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労
金」で構成されております。

⑴報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】

非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会
において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額
を決定しております。

そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数
等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、
当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報
酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退

任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関

して、主として決定方法を規程で定めております。
⑵2022年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

� （単位：百万円）
区　分 支払総額

対象役員に対する報酬等 98
（注）1．‌�対象役員に該当する理事は6名、監事は1名です。（期中に退

任した者を含む）
　2．‌�上記の内訳は、「基本報酬」77百万円、「賞与」2百万円、「退

職慰労金」17百万円となっております。なお、「賞与」は当年
度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過
年度に繰り入れた引当金分を除く）です。

「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に
繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職
慰労引当金の合計額です。

　3．‌�使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。
⑶その他

「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報
酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産の状
況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを
定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第22号）第2条第1項第
3号、第4号、及び第6号並びに第3条第1項第3号、第4号、及び第6
号に該当する事項はありませんでした。

2．対象職員等
当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、

当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結子法
人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の
報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な
影響を与える者をいいます。

なお、2022年度において、対象職員等に該当する者はいませ
んでした。
（注）1．‌�対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

2．‌「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、
当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等
をいいます。

3．‌「同等額」は、2022年度に対象役員に支払った報酬等の平均
額としております。

4．‌�2022年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の
報酬等を受ける者はいませんでした。
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貸借対照表� （単位：百万円） 　� （単位：百万円）

科　　目 2022年3月末 2023年3月末

（ 資 産 の 部 ）

現 金 3,522 3,439

預 け 金 106,495 93,576

買 入 金 銭 債 権 141 107

金 銭 の 信 託 ― ―

有 価 証 券 151,168 161,960

国 債 31,513 32,409

地 方 債 3,141 3,223

社 債 72,850 72,608

株 式 593 709

外 国 証 券 26,078 36,012

そ の 他 の 証 券 16,991 16,995

貸 出 金 195,695 202,771

割 引 手 形 1,305 1,281

手 形 貸 付 4,742 3,681

証 書 貸 付 178,410 185,378

当 座 貸 越 11,236 12,429

そ の 他 資 産 2,464 2,395

未 決 済 為 替 貸 34 40

信 金 中 金 出 資 金 1,791 1,791

そ の 他 出 資 金 15 15

前 払 費 用 12 15

未 収 収 益 386 441

そ の 他 の 資 産 224 92

有 形 固 定 資 産 2,064 2,023

建 物 562 516

土 地 1,315 1,315

リ ー ス 資 産 ― ―

建 設 仮 勘 定 0 0

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 186 190

無 形 固 定 資 産 61 64

ソ フ ト ウ ェ ア 40 44

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 20 20

前 払 年 金 費 用 329 332

繰 延 税 金 資 産 357 292

債 務 保 証 見 返 822   745

貸 倒 引 当 金 △2,406 △2,018

（うち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） （△2,329） （△1,894）

資 産 の 部 合 計 460,715 465,692

科　　目 2022年3月末 2023年3月末

（ 負 債 の 部 ）

預 金 積 金 433,088 422,103

当 座 預 金 12,805 15,060

普 通 預 金 164,232 169,964

貯 蓄 預 金 1,162 1,151

通 知 預 金 10,408 11,837

定 期 預 金 234,888 215,849

定 期 積 金 7,970 7,033

そ の 他 の 預 金 1,621 1,205

借 用 金 ― 20,000

そ の 他 負 債 531 536

未 決 済 為 替 借 42 57

未 払 費 用 120 99

給 付 補 填 備 金 7 2

未 払 法 人 税 等 41 61

前 受 収 益 10 8

職 員 預 り 金 210 210

リ ー ス 債 務 ― ―

資 産 除 去 債 務 24 24

そ の 他 の 負 債 73 71

賞 与 引 当 金 42 40

退 職 給 付 引 当 金 127 127

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 179 164

睡眠預金払戻損失引当金 35 37

偶 発 損 失 引 当 金 19 50

繰 延 税 金 負 債 ― ―

債 務 保 証 822 745

負 債 の 部 合 計 434,845 443,805

（ 純 資 産 の 部 ）

出 資 金 669 667

普 通 出 資 金 669 667

利 益 剰 余 金 25,955 26,521

利 益 準 備 金 685 685

そ の 他 利 益 剰 余 金 25,270 25,836

特 別 積 立 金 23,810 23,810

（ 厚 生 施 設 積 立 金 ） （180） （180）

当 期 未 処 分 剰 余 金 1,460 2,026

会 員 勘 定 合 計 26,624 27,189

その他有価証券評価差額金 △754 △5,302

評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計 △754 △5,302

純 資 産 の 部 合 計 25,870 21,886

負債及び純資産の部合計 460,715 465,692

損益計算書� （単位：千円） 　� （単位：千円）

科　　目
2022年3月期
自2021年4月1日（至2022年3月31日）

2023年3月期
自2022年4月1日（至2023年3月31日）

経 常 収 益 4,294,477 4,082,605
資 金 運 用 収 益 3,706,908 3,646,998

貸 出 金 利 息 2,039,601 2,028,956
預 け 金 利 息 162,555 109,467
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,434,538 1,441,838
そ の 他 の 受 入 利 息 70,212 66,736

役 務 取 引 等 収 益 363,262 354,886
受 入 為 替 手 数 料 144,563 134,282
そ の 他 の 役 務 収 益 218,699 220,604

そ の 他 業 務 収 益 134,952 17,154
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 117,976 ―
国 債 等 債 券 償 還 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 16,976 17,154

そ の 他 経 常 収 益 89,354 63,566
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ― ―
償 却 債 権 取 立 益 1,671 1,250
株 式 等 売 却 益 36,403 58,700
金 銭 の 信 託 運 用 益 0 ―
そ の 他 の 経 常 収 益 51,279 3,615

経 常 費 用 4,138,532 3,306,504
資 金 調 達 費 用 69,393 55,121

預 金 利 息 62,715 53,648
給 付 補 填 備 金 繰 入 額 5,595 340
借 用 金 利 息 ― 60
そ の 他 の 支 払 利 息 1,082 1,071

役 務 取 引 等 費 用 252,652 240,223
支 払 為 替 手 数 料 38,803 32,374
そ の 他 の 役 務 費 用 213,848 207,848

そ の 他 業 務 費 用 483 630
外 国 為 替 売 買 損 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 損 ― ―
国 債 等 債 券 償 還 損 ― ―
国 債 等 債 券 償 却 ― ―
そ の 他 の 業 務 費 用 483 630

経 費 2,748,843 2,805,166
人 件 費 1,545,396 1,604,905
物 件 費 1,086,713 1,091,090
税 金 116,733 109,170

そ の 他 経 常 費 用 1,067,159 205,362
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,014,258 128,935
貸 出 金 償 却 ― 3,802
株 式 等 売 却 損 ― ―
株 式 等 償 却 538 ―
そ の 他 の 経 常 費 用 52,362 72,624

科　　目
2022年3月期
自2021年4月1日（至2022年3月31日）

2023年3月期
自2022年4月1日（至2023年3月31日）

経 常 利 益 155,945 776,100
特 別 利 益 ― 89

固 定 資 産 処 分 益 ― 89
特 別 損 失 106 0

固 定 資 産 処 分 損 106 0
減 損 損 失 ― ―
そ の 他 の 特 別 損 失 ― ―

税 引 前 当 期 純 利 益 155,838 776,190
法人税、住民税及び事業税 105,980 131,412
法 人 税 等 調 整 額 △203,555 64,900
当 期 純 利 益 253,413 579,877
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 1,206,594 1,446,621
当 期 未 処 分 剰 余 金 1,460,007 2,026,498

剰余金処分計算書� （単位：千円）

科　　目 2022年3月期
（第121期）

2023年3月期
（第122期）

当 期 未 処 分 剰 余 金 1,460,007 2,026,498

積 立 金 取 崩 額 ― 17,367

利益準備金限度超過取崩額 ― 17,367

剰 余 金 処 分 額 13,385 613,357

利 益 準 備 金 ― ―

普通出資に対する配当金 13,385 13,357
（年2％） （年2％）

特 別 積 立 金 ― 600,000

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） 1,446,621 1,430,508

2022年6月15日開催の第121期通常総代会及び、2023年6月15日開催の第122期
通常総代会で承認を得た、2021年度及び2022年度の貸借対照表、損益計算書及び
剰余金処分計算書は、信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、監査法人銀河
の監査を受けております。

2022年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下、「財
務諸表」という。）、並びに財務諸表作成に係る内部監査等について適正性・有効
性等を確認しております。

2023年6月16日　　　　　　 富山信用金庫
� 理事長　　山地　清
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貸借対照表注記（2023年3月期）
1 . 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2 . 有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移

動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については全部純資産直入法により処理し
ております。

3 . 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998年4月１日
以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以後に取得した
建物附属設備および構築物については定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　3年～65年
その他　　2年～20年

4 . 無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しておりま
す。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間

（５年）に基づいて償却しております。
5 . 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産

の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残
存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保
証額とし、それ以外のものは零としております。

6 . 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。

日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の
資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（2020年10月8日）に規定する正常先債権および要注意先債権に相当する債権に
ついては、主として今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失
額は、１年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の
過去の一定期間における平均値等に基づき損失率を求め、これに将来見込み等
必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権につい
ては、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控
除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権およ
び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額および保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に
資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を
行っております。

7 . 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給
見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

8 . 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務および年金資産の見込額に基づき必要額を計上しております。また、
数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

数理計算上の差異　　‌�各発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額を

（それぞれ発生の翌事業年度から）費用処理（又は
損益処理）

当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設
立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を
合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給
付費用として処理しております。

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況および制度全体の拠出等に
占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
①制度全体の積立状況に関する事項（2022年3月31日現在）

年金資産の額	 1,740,569百万円
年金財政計算上の数理債務の額と 
最低責任準備金の額との合計額	 1,807,426百万円
差引額	 △66,857百万円

②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割�合（2022年3月31日現在）
0.2269％

③補足説明
上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高

162,618百万円［及び別途積立金95,760百万円］であります。本制度における
過去勤務債務の償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等定率償却であり、当金
庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金41百万円を
費用処理しております。

なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の
額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合
とは一致しません。

9 . 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対
する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認め
られる額を計上しております。

10. 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの
払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要
と認める額を計上しております。

11. 偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負
担金支払見込額を計上しております。

12. 役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受
入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。
このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、
代金取立等の内国為替業務に基づくものがあります。

為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と
同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。

13. 消費税および地方消費税の会計処理は､税抜方式によっております。ただし、有
形固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、５年間で均等
償却を行っております。

14. 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及
び手続

投資信託の解約・償還時の差損益については、投資信託の期中収益分配金等
（解約・償還時の差損益を含む）が全体で益となる場合は「有価証券利息配当金」
に計上し、全体で損となる場合には「国債等債券償還損」に計上しております。

なお、当事業年度は、「有価証券利息配当金」に投資信託の解約差損益7百万
円を計上しております。

15. 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で
あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの
は、次のとおりです。

貸倒引当金　2,018百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として6．に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」で

あります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を含め、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、
設定しております。

なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化し
た場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼ
す可能性があります。

16. 理事及び監事との間の取引による理事および監事に対する金銭債権および金
銭債務はございません。

17. 子会社等に対する金銭債権総額　20百万円      
18. 子会社等に対する金銭債務総額　8百万円
19. 有形固定資産の減価償却累計額　4,992百万円
20. 信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権

は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「その他資産」中
の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものであり
ます。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額	 2,634百万円
危険債権額	 1,966百万円
三月以上延滞債権額	 ―百万円
貸出条件緩和債権額	 301百万円
合計額	 4,902百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債
権及びこれらに準ずる債権であります。

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができな
い可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないも
のであります。

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月
以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険
債権に該当しないものであります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険
債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
21. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理してお

ります。これにより受け入れた商業手形は、売却又は再担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,281百万円であります。

22. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

預け金20,000百万円
担保資産に対応する債務

借用金20,000百万円
上記のほか、為替決済、歳入代理店契約および当座借越契約等の取引の担保

として、有価証券4,906百万円および預け金40,000百万円を差し入れております。
23. 出資1口当たりの純資産額16,385円68銭
24. 金融商品の状況に関する事項

⑴金融商品に対する取組方針
当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っ

ております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産および負債

の総合的管理（ALM）をしております。
⑵金融商品の内容およびそのリスク

当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出
金です。

また、有価証券は、主に債券、投資信託および株式であり、純投資目的およ
び事業推進目的で保有しております。

これらは、それぞれ発行体の信用リスクおよび金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されております。

一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒され
ております。

また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理
当金庫は、融資に関する管理規程および信用リスクに関する管理諸規程

に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情
報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制
を整備し運営しております。

これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的
に経営陣によるリスク管理委員会や常勤理事会を開催し、審議・報告を行っ
ております。

さらに、与信管理の状況については、総務部リスク管理担当がチェックし
ております。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用
情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理

当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則および要領において、リスク管理方法や手続等の

詳細を明記しており、ALM委員会において決定されたALMに関する方
針に基づき、常勤理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等
の協議を行っております。

日常的には総合企画部において金融資産および負債の金利や期間を
総合的に把握し、金利リスクを計測しております。また、ギャップ分析や
金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで常勤理事会、
ALM委員会及びリスク管理委員会に報告されております。

ⅱ為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しており

ます。
為替リスクを内包する有価証券については、日常的には総合企画部に

おいて、適用となる為替を把握し、為替リスクの計測を行い、損益状況な
どをモニタリングしております。

これらの情報は定期的に常勤理事会、ALM委員会およびリスク管理
委員会に報告されております。

ⅲ価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針

に基づき、常勤理事会の監督の下、余資運用管理基準および余資運用
会計処理基準に従い行われております。

このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審
査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変
動リスクの軽減を図っております。

保有している非上場株式の多くは、事業推進目的で保有しているもの
であり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしております。

これらの情報は定期的に常勤理事会、ALM委員会及びリスク管理委
員会に報告されております。

ⅳ市場リスクに係る定量的情報

当金庫は資産・負債全体の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、
取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。

当金庫のVaRは分散共分散法（保有期間1年、信頼区間99％、観測期
間5年）により算出しており、2023年3月31日（当事業年度の決算日）現在
で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で11,368百万円
です。

なお、当金庫では、毎月バックテスティングを実施し、計測手法の有効
性等を確認しております。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統
計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常
では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉
できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の

多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流
動性リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わ

る金額を開示しております。
25. 金融商品の時価等に関する事項

2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次の
とおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市
場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

時　価 差　額

⑴預け金（＊1） 93,576 93,448 △127
⑵有価証券
　その他有価証券（＊2） 161,469 161,469 ―
⑶貸出金（＊1） 202,771
　貸倒引当金（＊3） △2,009

200,761 202,051 1,290
金融資産計 455,807 456,970 1,163

⑴預金積金 422,103 422,138 35
⑵借用金（＊1） 20,000 20,000 0

金融負債計 442,103 442,138 35
（＊1）�預け金、貸出金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に

代わる金額」を記載しております。
（＊2）�その他有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する

会計基準の適用指針」（2021年6月17日）第24-3項及び第24-9項の基準価額
を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれております。

（＊3）�貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しており
ます。

（注1）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産  

⑴預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
残存期間に基づく区分ごとに、市場金利で割り引いた現在価値を時価に
代わる金額として記載しております。

⑵有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は日本証券業協会の発

表する公社債店頭売買参考統計値、日本経済新聞社等が公表する債券
標準価格（JS Price）、取引金融機関から提示された価格等によっており
ます。投資信託は、公表されている基準価格によっております。

⑶貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引

当金および個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果
を時価に代わる金額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権および破綻先債権等、将来キャッ

シュ・フローの見積りが困難な債権については、それぞれの帳簿価額
②①以外の債権については、貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金

の合計額を市場金利で割り引いた価額
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金融負債
⑴預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）
を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定期間ごとに
区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定してお
ります。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用
いております。

⑵借用金
借用金のうち、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当

該借用金の元利金の合計額を市場金利で割り引いて現在価値を算定し、
その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。

（注2）‌�市場価格のない株式及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりで
あり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 　 分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1） 252
信金中金出資金（＊1） 1,791
投資事業組合出資金（＊2） 238
その他出資金（＊1） 15

合 　 　 計 2,297
（＊1）�非上場株式、信金中金出資金及びその他出資金については、企業会計

基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（＊2）�組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に
関する会計基準の適用指針」（2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価
開示の対象とはしておりません。

（注3）‌�金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 
� （単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預け金 66,076 14,500 13,000 ―
有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの 10,812 38,874 52,336 31,761
貸出金（＊） 25,756 66,960 42,649 52,361

合 　 　 計 102,645 120,335 107,986 84,123
（＊）‌�貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償

還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。
（注4）‌�借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

� （単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

預金積金（＊） 364,412 57,552 5 132
借用金 20,000 ― ― ―

合　計 384,412 57,552 5 132
（＊）‌�預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めて開示しております。

26. 有価証券の時価および評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これ
らには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれておりま
す。以下、27．まで同様であります。
その他有価証券

種類
貸借対照表

計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株式 205 173 31
債券 30,667 30,281 386

国債 7,210 6,978 232
地方債 3,028 2,998 30
社債 20,428 20,304 123

その他 11,270 10,791 478
小計 42,143 41,246 896

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株式 252 270 △18
債券 77,573 80,443 △2,869

国債 25,198 26,706 △1,507
地方債 195 200 △4
社債 52,179 53,536 △1,357

その他 41,499 44,811 △3,311
小計 119,326 125,525 △6,199

合計 161,469 166,772 △5,302

27. 当事業年度中に売却したその他有価証券
売却額

（百万円）
売却益の合計額

（百万円）
売却損の合計額

（百万円）
株式 388 58 ―
債券 ― ― ―
　国債 ― ― ―
　地方債 ― ― ―
　社債 ― ― ―
その他 ― ― ―

合計 388 58 ―
28. 当座貸越契約および貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資

実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約
に係る融資未実行残高は、45,811百万円であります。このうち原契約期間が１年
以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が39,787百万円あり
ます。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全およびその他相当の
事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお
いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的
に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

29. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下
のとおりであります。

繰延税金資産
貸倒引当金 360百万円
退職給付引当金 35
減価償却費 173
その他有価証券評価差額金 1,466
その他 196

繰延税金資産小計 2,233
評価性引当額 △1,848
繰延税金資産合計 384

繰延税金負債
前払年金費用 91

繰延税金負債合計 91
繰延税金資産の純額 292百万円

 （注１） �評価性引当額の変動の主な内容は、その他有価証券評価差額金に係る
評価性引当額の増加であります。

30. 会計方針の変更
企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」

（2021年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の
期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来にわ
たって適用しております。これによる影響は軽微であります。

損益計算書注記（2023年3月期）
1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2 ．出資1口当たり当期純利益金額　　433円93銭

総資金利鞘� （単位：％）

2021年度 2022年度

資 金 運 用 利 回 0.77 0.75
資 金 調 達 原 価 率 0.61 0.61
総 資 金 利 鞘 0.16 0.14

総資産利益率� （単位：％）

2021年度 2022年度

総 資 産 経 常 利 益 率 0.03 0.15
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.05 0.11

※総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益÷総資産（債務保証見返除く）平均残高×100

業務粗利益及び業務粗利益率、資金運用収支、役務取引等収支、その他業務収支� （単位：千円、％）

2021年度 2022年度

資 金 運 用 収 支 3,637,514（千円） 3,591,876（千円）
資 金 運 用 収 益 3,706,908 3,646,998
資 金 調 達 費 用 69,393 55,121

役 務 取 引 等 収 支 110,609 114,663
役 務 取 引 等 収 益 363,262 354,886
役 務 取 引 等 費 用 252,652 240,223

そ の 他 業 務 収 支 134,468 16,523
そ の 他 業 務 収 益 134,952 17,154
そ の 他 業 務 費 用 483 630

業 務 粗 利 益 3,882,593 3,723,063
業 務 粗 利 益 率 0.80 （％） 0.76 （％）

※1．業務粗利益率 ＝ 業務粗利益÷資金運用勘定計平均残高×100
　2．当金庫は国内業務のみを行っておりますので、本レポートの全ての計数は国内業務部門のものです。

業務純益� （単位：千円）

2021年度 2022年度

業 務 純 益 1,167,767 870,660
実 質 業 務 純 益 1,133,750 917,896
コ ア 業 務 純 益 1,015,773 917,896
コア業務純益（投資信託解約損益を除く） 830,583 910,704

※1．�業務純益＝業務収益−（業務費用−金銭の信託運用見合費用） 
業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。 
また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。

　2．�実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額 
実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。

　3．�コア業務純益＝実質業務純益−国債等債券損益 
国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回
平均残高（百万円） 利息（千円） 利回（％）

2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

資 金 運 用 勘 定 479,570 483,529 3,706,908 3,646,998 0.77 0.75
う ち 貸 出 金 192,097 197,318 2,039,601 2,028,956 1.06 1.02
う ち 預 け 金 143,656 125,258 162,555 109,467 0.11 0.08
う ち 有 価 証 券 141,854 159,035 1,434,538 1,441,838 1.01 0.90

資 金 調 達 勘 定 457,323 467,290 69,393 55,121 0.01 0.01
う ち 預 金 積 金 441,282 459,043 68,310 53,989 0.01 0.01
う ち 借 用 金 15,824 8,032 ― 60 ― 0.00

※資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2021年度240百万円、2022年度6,780百万円）を控除して表示しております。

受取利息及び支払利息の増減� （単位：千円）

2021年度 2022年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受 取 利 息 162,634 △72,486 90,147 192,818 △252,728 △59,910
う ち 貸 出 金 68,708 △106,400 △37,692 53,688 △64,333 △10,645
う ち 預 け 金 16,356 △32,184 △15,827 △16,082 △37,006 △53,088
う ち 有 価 証 券 77,908 63,721 141,630 155,765 △148,465 7,300

支 払 利 息 2,668 △31,896 △29,228 2,024 △16,297 △14,272
う ち 預 金 積 金 2,625 △31,896 △29,271 2,094 △16,415 △14,321
う ち 借 用 金 ― ― ― △58 118 60

※残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含めてあります。
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貸出金科目別平均残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

割 引 手 形 1,107 1,322
手 形 貸 付 4,578 4,017
証 書 貸 付 175,880 181,098
当 座 貸 越 10,530 10,879

合　　　　　　　　計 192,097 197,318

預金積金・譲渡性預金平均残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

流 動 性 預 金 183,025 190,600
う ち 有 利 息 預 金 157,982 163,008

定 期 性 預 金 257,491 267,652
う ち 固 定 金 利 定 期 預 金 245,308 259,462
う ち 変 動 金 利 定 期 預 金 927 814

そ の 他 765 790
合　　　　　　　　計 441,282 459,043

※譲渡性預金の残高はございません。
※流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
※定期性預金＝定期預金＋定期積金
　固定金利定期預金:預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
　変動金利定期預金:預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金
※その他＝別段預金＋納税準備預金

固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預金の残高�（単位：百万円）

2021年度 2022年度

定 期 預 金 234,888 215,849
固 定 金 利 定 期 預 金 233,988 215,075
変 動 金 利 定 期 預 金 898 773
そ の 他 1 0

預金者別預金残高及び構成比� （単位：百万円、％）

2021年度 2022年度

残　高 構成比 残　高 構成比

個 人 306,656 70.8 304,297 72.1
一 般 法 人 87,309 20.1 87,130 20.6
金 融 機 関 699 0.2 684 0.2
公 金 38,422 8.9 29,990 7.1

合　　　　　　　　計 433,088 100.0 422,103 100.0

固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

固 定 金 利 貸 出 金 130,854 141,052
変 動 金 利 貸 出 金 64,841 61,718

合　　　　　　　　計 195,695 202,771
※�変動金利貸出金とは、約定書において見直しの基準金利があらかじめ定められており、貸出期間内に貸出金利を変更することができるものをいいます。なお、定期預金を担保とした総合口座による当座

貸越は、変動金利貸出には含んでおりません。

預貸率� （単位：％）

2021年度 2022年度

期 末 残 高 45.18 48.03
期 中 平 残 43.53 42.98

※預貸率＝貸出金期末残高（期中平残）÷預金積金期末残高（期中平残）×100

貸出金の担保別残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

当 金 庫 預 金 積 金 1,168 1,104
有 価 証 券 28 32
不 動 産 27,302 25,550
そ の 他 ― ―

小　　　　　　　　計 28,500 26,687
信 用 保 証 協 会 ・ 信 用 保 険 36,909 37,239
保 証 14,288 13,300
信 用 115,996 125,543

合　　　　　　　　計 195,695 202,771

債務保証見返の担保別残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

当 金 庫 預 金 積 金 ― 0
有 価 証 券 ― ―
不 動 産 512 490

小　　　　　　　　計 512 490
信 用 保 証 協 会・ 信 用 保 険 ― ―
保 証 0 0
信 用 309 254

合　　　　　　　　計 822 745

貸出金使途別残高及び構成比� （単位：百万円、％）

2021年度 2022年度

残　高 構成比 残　高 構成比

設 備 資 金 55,492 28.4 53,364 26.3
運 転 資 金 140,202 71.6 149,406 73.7

合　　　　　　　　計 195,695 100.0 202,771 100.0

貸出金の会員・会員外別残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

会 員 122,432 119,257
会 員 外 73,262 83,513

合　　　　　　　　計 195,695 202,771

※カードローンを除いております。

消費者ローン・住宅ローンの残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

消 費 者 ロ ー ン 3,365 3,188
住 宅 ロ ー ン 19,530 18,366

合　　　　　　　　計 22,896 21,554
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貸出金業種別残高及び構成比� （単位：先、百万円、%）

業　　種　　区　　分
2021年度 2022年度

貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比

製 造 業 307 22,724 11.6 301 22,538 11.1
農 業 、   林 業 10 110 0.0 13 198 0.1
漁 業 1 184 0.1 1 171 0.1
鉱 業、  採 石 業、  砂 利 採 取 業 7 398 0.2 7 425 0.2
建 設 業 544 12,554 6.4 541 12,717 6.3
電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 8 142 0.1 7 66 0.0
情 報 通 信 業 16 324 0.2 17 350 0.2
運 輸 業 、   郵 便 業 71 4,725 2.4 69 4,321 2.1
卸 売 業 、   小 売 業 463 15,007 7.7 458 14,745 7.3
金 融 業 、   保 険 業 24 23,052 11.8 24 30,801 15.2
不 動 産 業 302 25,514 13.0 302 25,177 12.4
物 品 賃 貸 業 6 532 0.3 7 847 0.4
学 術 研 究、 専 門 ･ 技 術 サ ービ ス 業 30 588 0.3 30 567 0.3
宿 泊 業 12 1,679 0.9 13 1,713 0.8
飲 食 業 209 2,807 1.4 223 3,013 1.5
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、  娯 楽 業 148 2,197 1.1 140 2,241 1.1
教 育 、  学 習 支 援 業 15 1,697 0.9 18 1,647 0.8
医 療 、   福 祉 67 3,882 2.0 66 3,833 1.9
そ の 他 の サ ー ビ ス 272 7,125 3.6 276 6,331 3.1

小　　　　　　　　計 2,512 125,251 64.0 2,513 131,710 64.9
国 ･ 地 方 公 共 団 体 等 8 45,403 23.2 8 47,405 23.4
個 人 6,179 25,041 12.8 5,764 23,655 11.7

合　　　　　　　　計 8,699 195,695 100.0 8,285 202,771 100.0
※業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

代理貸付残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

信 金 中 央 金 庫 316 270
（株）日 本 政 策 金 融 公 庫 30 12
（独）福 祉 医 療 機 構 22 7
（独）住 宅 金 融 支 援 機 構 592 478
（独）中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 9 10

合　　　　　　　　計 972 779

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金
2021 年 度 110 76 ― 110 76
2022 年 度 76 124 ― 76 124

個別貸倒引当金
2021 年 度 1,435 2,329 154 1,281 2,329
2022 年 度 2,329 1,894 516 1,813 1,894

合 計
2021 年 度 1,546 2,406 154 1,392 2,406
2022 年 度 2,406 2,018 516 1,889 2,018

貸出金償却の額� （単位：千円）

2021年度 2022年度

貸 出 金 償 却 ― 3,802

商品有価証券の種類別平均残高 商品有価証券に該当するものはございません。

有価証券種類別残高・平均残高� （単位：百万円）

区　　分
2021年度 2022年度

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高

国 債 31,513 26,264 32,409 32,873
地 方 債 3,141 4,166 3,223 3,131
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 72,850 73,573 72,608 73,839
株 式 593 521 709 585
外 国 証 券 26,078 20,783 36,012 31,356
そ の 他 16,991 16,546 16,995 17,248
合 計 151,168 141,854 161,960 159,035

有価証券の種類別・残存期間別残高� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債 2,010 2,831 3,437 ― 3,033 20,200 ― 31,513 719 4,371 1,078 ― 3,000 23,239 ― 32,409
地 方 債 ― 505 2,537 ― 98 ― ― 3,141 502 2,526 ― ― 195 ― ― 3,223
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
社 債 8,673 14,806 7,900 11,635 24,418 5,415 ― 72,850 7,892 12,128 9,410 14,602 23,653 4,920 ― 72,608
株 式 ― ― ― ― ― ― 593 593 － ― ― ― ― ― 709 709
外 国 証 券 199 3,307 2,022 2,802 2,483 3,766 11,496 26,078 1,698 2,783 1,808 2,921 3,186 3,238 20,375 36,012
その他の証券 208 819 4,660 2,436 2,878 ― 5,986 16,991 ― 1,115 3,651 3,294 1,482 362 7,089 16,995

預証率� （単位：％）

2021年度 2022年度

預　証　率（期末残高） 34.90 38.36
　　　　　（期中平残） 32.14 34.64

※預証率＝有価証券期末残高（期中平残）÷預金積金期末残高（期中平残）×100

※その他の証券は証券投資信託、優先出資、投資事業組合出資金です。
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規則第102条第1項第5号に掲げる取引（デリバティブ、通貨関連スワップ、株式先物オプション等）
該当するものはございません。

5．市場価格のない株式等及び組合出資金� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 252 252
信 金 中 金 出 資 金 1,791 1,791
投 資 事 業 組 合 出 資 金 220 238
そ の 他 出 資 金 15 15

合　　　　　　　　計 2,279 2,297

金銭の信託の時価情報
１．運用目的の金銭の信託 … 該当するものはございません。
2．満期保有目的の金銭の信託 … 該当するものはございません。
3．その他の金銭の信託 … 該当するものはございません。

	 信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
金融再生法上開示債権の額（A）は、2023年3月末においては49億2百万円となっておりますが、保全額（B）による保全率は92.01％と

なっており、また270億円を超える自己資本額がありますので、対応は充分になされております。
区　　　分 2021年度 2022年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 2,876 2,634
危 険 債 権 2,155 1,966
要 管 理 債 権 310 301

三 月 以 上 延 滞 債 権 ― ―
貸 出 条 件 緩 和 債 権 310 301

小 計（A） 5,342 4,902
保 全 額（B） 4,792 4,511

個 別 貸 倒 引 当 金（C） 2,320 1,885
一 般 貸 倒 引 当 金（D） 18 25
担 保 ・ 保 証 等（E） 2,453 2,599

保 全 率（B）／（A） 89.69％ 92.01％
引 当 率（（C）＋（D））／（（A）－（E）） 80.95％ 83.00％
正 常 債 権（F） 191,472 198,811
総 与 信 残 高（A）＋（F） 196,815 203,714

（注） 1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
 2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生

債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。
 3.「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
 4.「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。
 5.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産

更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
 6.「個別貸倒引当金」（Ｃ）は、貸借対照表上の個別貸倒引当金の額のうち、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」の債権額に対して個別に引当計上した額の合計額です。
 7.「一般貸倒引当金」（Ｄ）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の額のうち、要管理債権の債権額に対して引当てた額を記載しております。
 8.「担保・保証等」（Ｅ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
 9.「正常債権」（Ｆ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
10.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証し

ているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各
勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

� （単位：百万円）

有価証券の時価情報
１．売買目的有価証券 … 該当するものはございません。
2．満期保有目的の債券 … 該当するものはございません。
3．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 … 該当するものはございません。
4．その他有価証券� （単位：百万円）

（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
3．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

種　類
2021年度 2022年度

貸借対照表計上額 取得原価 差　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

株 式 215 190 24 205 173 31
債 券 55,436 54,648 788 30,667 30,281 386

国 債 13,348 12,962 385 7,210 6,978 232
地 方 債 3,042 2,997 44 3,028 2,998 30
社 債 39,045 38,688 357 20,428 20,304 123

そ の 他 17,726 17,033 692 11,270 10,791 478
小 計 73,378 71,873 1,505 42,143 41,246 896

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

株 式 126 132 △6 252 270 △18
債 券 52,068 53,021 △952 77,573 80,443 △2,869

国 債 18,165 18,774 △608 25,198 26,706 △1,507
地 方 債 98 100 △1 195 200 △4
社 債 33,804 34,147 △342 52,179 53,536 △1,357

そ の 他 25,122 26,423 △1,300 41,499 44,811 △3,311
小 計 77,317 79,577 △2,259 119,326 125,525 △6,199

合　　　　　　　　計 150,696 151,450 △754 161,469 166,772 △5,302
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⑴自己資本調達手段の概要
当金庫の自己資本は、出資金、及び利益剰余金等により構成さ

れております。
なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。
発行主体 富山信用金庫
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 667百万円
配当率 年2.00％

⑵自己資本の充実度に関する評価方法の概要
自己資本の充実度に関しまして、自己資本比率は国内基準であ

る４％をはるかに上回っており、経営の健全性・安全性を充分保っ
ております。また、当金庫は、各エクスポージャーが一分野に集中
することなく、リスク分散が図られていると評価しております。さ
らに、繰延税金資産につきましては、自己資本に占める割合も減
少しており、ほとんど依存しておりません。

一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収
支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による
資本の積み上げを第一義的な施策として考えております。なお、
収支計画については、貸出金計画に基づいた利息収入や市場環
境を踏まえた運用収益など、足元の状況を十分に踏まえた上で策
定したものです。

⑶信用リスクに関する事項
イリスク管理の方針及び手続の概要

信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、
当金庫が損失を受けるリスクをいいます。

当金庫においては、「信用リスクは、当金庫が管理すべき最重要
のリスクの一つである」との認識の上、与信業務の基本的な理念
や手続き等を明示した「信用リスク管理方針」「信用リスク管理マ
ニュアル」等を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、
信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しています。

信用リスクの評価につきましては、当金庫では、信用格付制度
を導入しております。そして信用リスクの計量化手法として統一
化、標準化された信用ＶａＲ手法を採用しております。

以上、一連の信用リスク管理の状況については、ＡＬＭ委員会や
リスク管理委員会にて討議検討を行うとともに、必要に応じて常
勤理事会等経営陣に対する報告態勢を整備しております。

貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却・引当基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに算定しております。

一般貸倒引当金は、その対象となる正常先・要注意先・要管理
先各々の債権額にそれぞれの区分の貸倒実績率に基づいた予想
損失率を乗じて算出しております。また、個別貸倒引当金に関し
ましては、破綻懸念先は、未保全額（Ⅲ分類額）に貸倒実績率に基
づいた予想損失率を乗じて算出し、実質破綻先及び破綻先は、未
保全額（Ⅲ・Ⅳ分類額）の全額を引当金として計上しております。

なお、それぞれの結果につきましては監査法人の監査を受ける

等適正な計上に努めております。
（注）未保全額とは、債権額から担保及び保証による回収見込額を控除した残額をいいます。

ロリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用す

る適格格付機関等の名称は以下の通りでございます。
◦原則	 株式会社格付投資情報センター（R＆I）

	 株式会社日本格付研究所（JCR）
◦外国証券	� ムーディーズ・インベスターズ・サービス

（Moody’s）
	� S＆Pグローバル・レーティング（S＆P）

⑷�信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続
の概要
信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減

化するための措置をいい、具体的には、不動産担保・預金担保・有
価証券担保・保証などが該当します。当金庫では、融資の取上げ
に際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資
質など、さまざまな角度から可否の判断をしており、担保や保証
による保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとして認識して
おります。ただし、与信審査の結果、担保又は保証が必要な場合
には、お客さまへの十分な説明とご理解を頂いた上で、ご契約い
ただくなど適切な取り扱いに努めております。

当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金、有価証券、不動産
等、保証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、
民間保証等がありますが、その手続きについては、金庫が定める

「融資事務取扱規程」及び「担保評価基準」等により、適切な事務
取り扱い及び適正な評価を行っております。

また、手形貸付、割引手形、証書貸付、当座貸越、債務保証、外
国為替、デリバティブ取引に関して、お客様が期限の利益を失わ
れた場合には、当該与信取引の範囲において、預金相殺を用いる
場合があります。この際、信用リスク削減方策の一つとして、金庫
が定める「融資事務取扱規程」や各種約定書等に基づき、法的に
有効である旨確認の上、事前の通知や諸手続きを省略して払戻充
当いたします。

なお、信用リスク削減手法には、適格担保として当金庫預金積
金、保証として適格保証人である国・地方公共団体等及び格付を
取得している者の保証、その他未担保預金等が該当します。なお、
保証に関する信用度の評価につきましては、適格格付機関が付与
している格付により判定しており、一般社団法人しんきん保証基金

（格付ＡＡ－）が適格保証人に該当します。
また、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関

しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散
されております。

（注）�格付を取得している適格保証人とは、適格格付機関が格付Ａ－以上を付与している者をいい
ます。　　　

	 定性的な開示事項
⑸�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手の	
リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
現在当金庫は、派生商品取引及び長期決済期間取引は行って

おりません。派生商品取引等を行う場合においては、常勤理事会
の承認を得る事としております。今後有価証券関連取引が発生し
た場合には、有価証券にかかる投資方針の中で定めている投資枠
内での取引に限定するとともに、当該取引にかかる市場リスク及
び信用リスク双方とも適切なリスク管理に努めます。

⑹証券化エクスポージャーに関する事項
イリスク管理の方針及び手続の概要

当金庫における証券化取引の役割としては、投資家並びにオリ
ジネーターがあります。投資業務については、有価証券投資の一
環として捉え、リスクの認識については、市場動向、裏付資産の状
況、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報などにより把
握するとともに、必要に応じてＡＬＭ委員会に諮り、適切なリスク管
理に努めております。また、証券化商品（再証券化商品を含む）へ
の投資は、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内で
の取引に限定するとともに、取引にあたっては、当金庫が定める

「余資運用管理基準」等に基づき、投資対象を一定の信用力を有
するものとするなど、適正な運用・管理を行っております。

一方、オリジネーター業務については、中小企業者の資金調達
の一手段としての位置付けと捉えています。

ロ‌�自己資本比率告示第249条第4項第3号から第6号までに規定
する体制の整備及びその運用状況の概要
証券化商品（再証券化商品を含む）の投資にあたっては、事前に

必要な各種情報が投資期間を通じて入手可能であることを確認
し、裏付資産の状況・パフォーマンス、当該証券化商品に内包され
るリスクおよび構造上の特性等の分析を行ったうえで、理事長の
決裁により最終決定することとしております。

また、期中管理においては、証券会社等から収集した当該商品
及びその裏付資産に係る情報を確認し、必要に応じて個別案件ご
とに信用補完の十分性、スキーム維持の蓋然性等の検証を行うこ
ととしております。

ハ信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化

取引を用いておりません。

ニ信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
当金庫は標準的手法を採用しております。

ホ証券化取引に関する会計方針
当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「余資

運用資産会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品

会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。

ヘ‌�証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に
使用する適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に

使用する適格格付機関の名称は以下の通りでございます。
◦原則	 株式会社格付投資情報センター（R＆I）

	 株式会社日本格付研究所（JCR）
◦外国証券	‌� ムーディーズ・インベスターズ・サービス

（Moody‘s）
	� S＆Pグローバル・レーティング（S＆P）

⑺オペレーショナル・リスクに関する事項
イリスク管理の方針及び手続の概要

オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべ
きリスクであり、当金庫においては「事務リスク管理方針」「システ
ムリスク管理方針」等に沿い、組織体制・管理の仕組みを整備する
とともに、定期的に収集したデータの分析・評価等を行い、リスク
の顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めており
ます。

特に、事務リスク管理については、本部・営業店が一体となり、
事務規定・要領・マニュアル等の整備、その遵守を心掛けることは
もちろんのこと、日頃の事務指導や研修体制の強化、さらには、牽
制機能としての事務検証などに取り組み、事務品質の向上に努め
ております。

システムリスクについても、システムリスク管理規程等に基づ
き、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検
査等により、安定した業務遂行ができるよう、多様化かつ複雑化
するリスクに対して、管理態勢の強化に努めております。

その他のリスクについては、苦情処理規定等による苦情要望相
談等に対する適切な処理、個人情報及び情報セキュリティ態勢の
整備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、
顧客保護の観点を重視した管理態勢の整備に努めております。

現状、一連のオペレーショナル・リスクに関連するリスクの状況
については、リスク管理委員会等にて定期的に討議検討を行うと
ともに、必要に応じて常勤理事会等経営陣に対して報告する態勢
を整備しております。

ロオペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当金庫は基礎的手法を採用しております。

⑻�出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管
理の方針及び手続の概要
出資等または株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株

式、非上場株式、政策投資株式、上場優先出資証券、株式関連投
資信託（外国投資信託含む）、その他投資事業組合への出資金が
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該当します。
そのうち、上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託に

かかるリスクの認識については、時価評価及びVaRによるリスク
計測によって把握するとともに、運用状況に応じてＡＬＭ委員会、
常勤理事会に諮り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク
管理に努めております。また、株式関連商品への投資は、証券化
商品と同様、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内で
の取引に限定するとともに、基本的には債券投資のヘッジ資産と
して位置付けており、ポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮
した運用に心掛けております。なお、取引にあたっては、当金庫が
定める「余資運用管理基準」に基づいた厳格な運用・管理を行って
おります。

非上場株式、政策投資株式、その他投資事業組合への出資金
に関しては、個別に、稟議制度に基づき取得しております。また、
リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期
的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、適
宜、常勤理事会等経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に
努めております。

なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「余資運用資産会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融
商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っており
ます。

⑼金利リスクに関する事項
イリスク管理の方針及び手続の概要

金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変
動や、将来の収益性に対する影響を指します。
  当金庫では、金利リスクについて銀行勘定の金利リスク（以下、
IRRBB※）および、内部管理方式としてVaRによる市場リスクを毎
月計測しております。
（※IRRBBとは、市場リスクのうち、すべての金利感応資産・負

債、オフバランス取引に係る金利リスクをいいます。）
金利リスクを含む市場リスクについては、モニタリング体制の

整備などにより、厳正な管理に努めており、その結果はＡＬＭ委員
会で協議検討するとともに、常勤理事会など経営陣へ報告してお
ります。
ロ金利リスクの算定手法の概要

A．‌�開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（IRRBB
のうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計
測されるものであって、開示告示に定められた金利ショック
により計算されるものをいいます。）及び⊿NII（IRRBBのう
ち、金利ショックに対する算出基準日から12ヵ月を経過する
日までの間の金利収益の減少額として計測されるもので
あって、開示告示に定められた金利ショックにより計算され
るものをいいます。）

⒜流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は

1.25年です。
⒝流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5
年です。

⒞‌�流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及
びその前提

流動性預金への満期の割当て方法については、金融庁
が定める保守的な前提を採用しています。

⒟‌�固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関
する前提

固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解
約については、金融庁が定める保守的な前提を採用してい
ます。

⒠複数の通貨の集計方法及びその前提
当金庫では⊿EVEの算出にあたり、通貨別に算出した金

利リスクの正値を合算しています。
なお、金利リスクの合算において、通貨間の相関等は考

慮していません。
また、重要性の観点より、一部の通貨については金利改

定満期に基づくキャッシュ・フローを他の通貨に集約して、
金利リスクを算出しています。

⒡スプレッドに関する前提
スプレッドは考慮しておりません。

⒢‌�内部モデルの使用等、⊿EVE及び⊿NIIに重大な影響を及
ぼすその他の前提 

該当事項はありません。
⒣前事業年度末の開示からの変動に関する説明

2023年3月末の⊿EVE及び⊿NIIは、前年度と同様に
上方パラレルシフトにおいて最大となり、それぞれの最大
値は前年度比増加しております。

⒤計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
当期の重要性テスト結果は、監督上の基準値である

20％を超過していることを認識しており、今後も適切なリ
スク管理に努めてまいります。

B．その他の金利リスク計測に関する事項
当金庫では、金利リスクを含む市場リスク量をVａR（保有

期間1年、信頼区間99％、観測期間5年）により月次で計測
し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となるかどうか
モニタリングしております。また、結果についてはＡＬＭ委員
会、リスク管理委員会、常勤理事会および、定例理事会に報
告しております。

自己資本の構成に関する事項� （単位：百万円）

（注）�自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況
が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

項　目 2021年度 2022年度

コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 26,611 27,176

うち、出資金及び資本剰余金の額 669 667
うち、利益剰余金の額 25,955 26,521
うち、外部流出予定額（△） 13 13
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 76 124
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 76 124
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 26,687 27,300
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 44 47

うち、のれんに係るものの額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 44 47

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― ―
適格引当金不足額 ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前払年金費用の額 238 240
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ― ―
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 ― ―
特定項目に係る10パーセント基準超過額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特定項目に係る15パーセント基準超過額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 282 287
自己資本
自己資本の額（（イ）―（ロ））� （ハ） 26,405 27,012
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 159,280 165,256

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △720 △720
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △720 △720
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 7,446 7,429
信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 166,726 172,685
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 15.83％ 15.64％
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⑵信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
イ信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

〈地域別・業種別・残存期間別〉� （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
３月以上延滞

エクスポージャー貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引
債券 デリバティブ取引

2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

国内 426,644 424,394 196,855 203,754 107,670 110,725 ― ― 2,541 1,958
国外 13,834 14,640 ― ― 13,803 14,603 ― ― ― ―
地域別合計 440,479 439,035 196,855 203,754 121,473 125,328 ― ― 2,541 1,958
製造業 39,434 42,994 22,990 22,758 15,996 19,662 ― ― 1,167 1,172
農業、林業 144 228 144 228 ― ― ― ― ― ―
漁業 189 175 189 175 ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 399 426 399 426 ― ― ― ― ― ―
建設業 15,806 16,287 14,601 14,584 1,200 1,697 ― ― 228 184
電気・ガス・熱供給・水道業 11,159 13,988 142 67 10,998 13,897 ― ― ― ―
情報通信業 3,034 2,925 325 351 2,499 2,400 ― ― 8 8
運輸業、郵便業 11,981 12,460 4,846 4,427 7,099 7,996 ― ― 30 ―
卸売業、小売業 19,743 18,977 15,425 14,960 4,309 4,008 ― ― 611 111
金融業、保険業 151,183 145,516 23,097 30,880 24,401 24,601 ― ― ― ―
不動産業 35,727 36,976 25,902 25,544 4,699 5,489 ― ― 211 197
物品賃貸業 535 849 533 847 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービ
ス業 764 727 764 727 ― ― ― ― 2 1

宿泊業 1,680 1,713 1,680 1,713 ― ― ― ― ― ―
飲食業 3,239 3,395 3,239 3,395 ― ― ― ― 45 50
生活関連サービス業、娯
楽業 2,942 2,915 2,929 2,902 ― ― ― ― 39 38

教育、学習支援業 1,701 1,652 1,701 1,652 ― ― ― ― ― ―
医療、福祉 4,682 4,624 4,175 4,118 500 500 ― ― ― 0
その他のサービス 7,663 6,835 7,648 6,820 ― ― ― ― 154 154
国・地方公共団体等 98,322 96,367 45,500 47,489 49,768 45,074 ― ― ― ―
個人 20,571 19,608 20,571 19,608 ― ― ― ― 41 39
その他 9,569 9,385 43 72 ― ― ― ― ― ―
業種別合計 440,479 439,035 196,855 203,754 121,473 125,328 ― ― 2,541 1,958
1年以下 82,432 87,195 25,296 25,084 10,848 10,787 ― ―
1年超3年以下 77,272 56,900 16,981 17,730 21,226 21,612 ― ―
3年超5年以下 38,625 37,328 21,680 19,975 15,595 12,253 ― ―
5年超7年以下 30,102 33,115 15,574 13,033 14,444 17,900 ― ―
7年超10年以下 68,378 72,616 36,857 40,246 29,334 29,370 ― ―
10年超 110,017 120,752 79,993 87,346 30,023 33,405 ― ―
期間の定めのないもの 33,650 31,126 471 336 ― ― ― ―
残存期間別合計 440,479 439,035 196,855 203,754 121,473 125,328 ― ―

（注）1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2．「3月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
4．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

定量的な開示項目
⑴自己資本の充実度に関する事項� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 159,280 6,371 165,256 6,610
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 145,618 5,824 145,340 5,813

ソブリン向け 330 13 280 11
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 27,640 1,105 24,925 997
法人等向け 61,499 2,459 64,582 2,583
中小企業等向け及び個人向け 26,511 1,060 25,881 1,035
抵当権付住宅ローン 2,406 96 2,188 87
不動産取得等事業向け 1,153 46 1,079 43
3月以上延滞等 551 22 414 16
取立未済手形 6 0 8 0
信用保証協会等による保証付 2,563 102 2,590 103
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ― ― ―
出資等 5,897 235 6,852 274

出資等のエクスポージャー 5,897 235 6,852 274
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

上記以外 17,057 682 16,538 661
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当
するもの以外のものに係るエクスポージャー 4,460 178 3,960 158
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエ
クスポージャー 1,874 74 1,874 74

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 1,163 46 1,006 40
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段に関するエクスポージャー ― ― ― ―
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポー
ジャー

― ― ― ―

上記以外のエクスポージャー 9,558 382 9,697 387
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―

証券化
STC要件適用分 ― ― ― ―
非STC要件適用分 ― ― ― ―

再証券化 ― ― ― ―
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 14,240 569 20,385 815

ルック・スルー方式 14,240 569 20,385 815
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1250％） ― ― ― ―

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ― ― ―
⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリスク・アセッ

トの額に算入されなかったものの額 △720 △28 △720 △28

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額 141 5 250 10
⑦中央清算機関関連エクスポージャー 0 0 0 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 7,446 297 7,429 297
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 166,726 6,669 172,685 6,907

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセット×4%
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
3．「ソブリン」とは、我が国の中央政府及び中央銀行、外国の中央政府及び中央銀行、国際決済銀行等、我が国の地方公共団体、外国の中央政府等以外の公共部門、国際開発銀行、地方公共団体金

融機構、我が国の政府関係機関、地方三公社のことです。
4．「3月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け（国際決済銀行等を除く）」から「法人等向け」におい

てリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
5．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

6．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％
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⑺�‌リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポー
ジャーに関する事項� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 24,464 34,985

マンデート方式を適用するエクスポージャー ― ―

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー ― ―

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー ― ―

フォールバック方式（1250％）を適用するエクス
ポージャー ― ―

⑻金利リスクに関する事項� （単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク

項番

イ ロ ハ ニ

ΔＥＶＥ ΔＮＩＩ

当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 16,918 14,961 809 752

2 下方パラレルシフト ― ― ― ―

3 スティープ化 14,773 12,591

4 フラット化

5 短期金利上昇

6 短期金利低下

7 最大値 16,918 14,961 809 752
ホ ヘ

当期末 前期末

8 自己資本の額 27,012 26,405
（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。　　　　

ロ‌�一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　40ページ参照

ハ業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等�（単位：百万円）

個別貸倒引当金
期末残高

個別貸倒引当金
期中の増減額 貸出金償却

2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

製 造 業 1,277 1,322 1,077 45 ― ―
農 業 、   林 業 0 2 0 1 ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ―
鉱業、 採石業、 砂利採取業 0 0 ― ― ― ―
建 設 業 196 175 △39 △20 ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、  郵 便 業 0 0 △0 0 ― ―
卸 売 業、  小 売 業 594 97 △8 △497 ― 3
金 融 業、  保 険 業 ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 98 122 △158 23 ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ―
学術研究、 専門・技術サービス業 2 1 △0 △0 ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 34 40 3 5 ― ―
生活関連サービス業、 娯楽業 21 29 △16 8 ― ―
教 育、  学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ―
医 療 、   福 祉 22 21 △0 △1 ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 65 62 38 △2 ― ―
国・地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ―
個 人 14 17 △1 2 ― ―

合　　　　　計 2,329 1,894 894 △434 ― 3
（注）1．‌�当金庫は国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略

しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

ニリスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等�（単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト 

区分（％）

エクスポージャーの額

2021年度 2022年度

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0％ ― 113,675 ― 117,335
10％ ― 29,339 ― 29,111
20％ 138,393 34 130,352 40
35％ ― 6,962 ― 6,325
50％ 64,618 2,093 69,392 1,533
75％ ― 22,523 ― 22,542
100％ 2,786 58,073 3,487 57,301
150％ ― 210 ― 105
200％ ― ― ― 1,103
250％ ― 1,769 ― 402

1,250％ ― ― ― ―
その他 ― ― ― ―

合　　計 440,479 439,035
（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。

2．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．‌�コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、CVAリスクおよび中央清算機関関連

エクスポージャーは含まれておりません。

⑶信用リスク削減手法に関する事項
　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ

2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

信用リスク削減手法が適
用されたエクスポージャー 2,027 2,007 35,060 28,425 ― ―

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

⑷‌�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリス
クに関する事項

　該当するものはございません。

⑸証券化エクスポージャーに関する事項
イオリジネーターの場合
　該当するものはございません。
ロ投資家の場合
　該当するものはございません。

⑹出資等エクスポージャーに関する事項
イ貸借対照表計上額及び時価� （単位：百万円）

区　　　　分
2021年度 2022年度

貸借対照表
計上額 時　　　　価 貸借対照表

計上額 時　　　　価

上 場 株 式 等 473 473 605 605

非上場株式等 7,575 7,575 8,530 8,530

合　　　計 8,048 8,048 9,135 9,135
（注）1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

2. 上場株式等には、優先出資証券を含んでおります。
3. 非上場株式等には、出資金及び事業組合出資金を含んでおります。

ロ出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

売却益 36 58

売却損 ― ―

償　却 6 9
（注）株式等償却には、事業組合出資金にかかるその他の臨時費用を含んでおります。

ハ‌�貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価
損益の額� （単位：百万円）

2021年度 2022年度

評価損益 261 393

ニ貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　該当するものはございません。
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信用金庫は2023年3月末現在、全国に254金庫、7,106店舗のネット

ワークがあり、預金量は160兆円に達しています。

さらに、信用金庫業界には、「信金中央金庫」という中央金融機関があり

ます。信金中央金庫は、36兆円の資金量（2023年3月末）を有するととも

に、経営内容も極めて優れており、格付機関であるJCRから、高い格付け

を受けています。

信金中央金庫は、信用金庫のセントラルバンクとして、信用金庫の業務

補完を行うとともに、信用金庫業界の信用力維持・向上のための万全の体

制を構築しています。

このように、信用金庫業界は信用金庫と信金中央金庫が一体となった経

営が行われていますので、我が国でも極めて信頼性の高い業界となって

います。

信用金庫のセントラルバンク

信金中央金庫信用金庫
� （2023年3月末）

資 金 量� 約36兆円
自己資本比率（連結）� 22.09％
不 良 債 権 比 率� 0.23％
格 付 け （ J C R ）� AA
※2023年6月末現在

� （2023年3月末）

預 金 量� 約160兆円
信用金庫数� 254金庫
店 舗 数� 7,106店舗
役 職 員 数� 約9万9千人
会 員 数� 約888万先

信金中央金庫は、信用金庫業界のセーフティネット「信用金庫経営力強化制度」を運営し、信用力の維持・向上に努めています。

この制度は、信金中央金庫が経営分析、経営相談、資本増強などにより、信用金庫を強力にサポートする制度です。

信用金庫経営力強化制度

資本増強制度

経営分析制度

経営相談制度信 用 金 庫

資金の供給・人材の派遣

富山信用金庫のホームページです。
当金庫の最新の経営情報をはじめ、財務データ、サービス内容、商品情報等を掲載しております。

https://www.shinkin.co.jp/tomishin/

①① ②②

③③ ④④ ⑤⑤ ⑥⑥ ⑦⑦ ⑧⑧

⑨⑨

⑪⑪ ⑫⑫ ⑬⑬

⑭⑭

⑮⑮

⑩⑩

①富山を紹介します（祭り・風景・特産品など）
②最新の情報をお伝えします（フラッシュ）
③お金をためる（預金商品のご案内）
④運用する・備える（国債・保険商品のご案内）
⑤お金をかりる（融資商品のご案内）

⑥サービス
⑦当金庫について
⑧採用情報
⑨インターネットバンキング
⑩こんなときは

⑪預金金利のご案内
⑫各種手数料のご案内
⑬店舗・ATMのご案内
⑭重要なお知らせ
⑮当金庫の方針等
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富山信用金庫　総合企画部
〒930‐0051 富山市室町通り一丁目1番32号

TEL 076-492-7305（代表）

※本冊子は、信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づいて作成した資料です。
※本資料に掲載してある計数は原則として単位未満を切り捨てのうえ表示しております。

キャラクター名

	 特技	 散歩。

	 性格	 おしゃべりが大好きな、社交的な男の子。	
（物言いはとても丁寧）

人と話をするときに目が輝くクセがある。	
妹と弟がいる面倒見の良いお兄ちゃん。

ホタルイカが大好物で、新鮮なホタルイカが食べられる
富山に生まれたことを心底感謝している。

	 設定背景	 当金庫が富山売薬信用組合として発足した背景から、	
富山の薬売りをイメージしたキャラクターです。

とみたん
1．金庫の概況及び組織に関する事項

⑴事業の組織 �  25

⑵理事及び監事の氏名及び役職名 �  25

⑶会計監査人の氏名又は名称 �  31

⑷事務所の名称及び所在地 �  26

2．金庫の主要な事業の内容 �  17

3．金庫の主要な事業に関する事項
⑴直近の事業年度における事業の概況 �  6
⑵直近の5事業年度における主要な事業の状況

①経常収益 �  7
②経常利益 �  7
③当期純利益 �  7
④出資総額及び出資総口数 �  7
⑤純資産額 �  7
⑥総資産額 �  7
⑦預金積金残高 �  7
⑧貸出金残高 �  7
⑨有価証券残高 �  7
⑩単体自己資本比率 �  7
⑪出資に対する配当金 �  7
⑫職員数 �  7

⑶直近の2事業年度における事業の状況
①主要な業務の状況を示す指標

ア.業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、 
実質業務純益、コア業務純益及びコア業務純益 

（投資信託解約損益を除く） �  35

イ.資金運用収支、役務取引等収支 
及びその他業務収支 �  35

ウ.資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、 
利息、利回り及び資金利鞘 �  35

エ.受取利息及び支払利息の増減 �  35

オ.総資産経常利益率 �  35

カ.総資産当期純利益率 �  35

②預金に関する指標
ア.流動性預金、定期性預金、 

譲渡性預金その他の預金の平均残高 �  36

イ.固定金利定期預金、変動金利定期預金 
及びその他の区分ごとの定期預金残高 �  36

③貸出金等に関する指標
ア.貸出金科目別平均残高 �  36

イ.貸出金残高（固定・変動金利別） �  36

ウ.貸出金及び債務保証見返額の 
担保の種類別残高 �  37

エ.貸出金使途別残高 �  37

オ.貸出金の業種別内訳 �  38

カ.預貸率 �  37

④有価証券に関する指標
ア.商品有価証券の種類別平均残高 �  39

イ.有価証券の残高（種類別・残存期間別） �  39

ウ.有価証券の種類別平均残高 �  39

エ.預証率 �  39

4．金庫の事業の運営に関する事項
⑴リスク管理の体制 �  9
⑵法令遵守の体制 �  10

⑶中小企業の経営改善及び地域活性化への取り組み �  4
⑷金融ＡＤＲ制度への対応 �  10

5．金庫の直近の2事業年度における財産の状況
⑴貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書 �  30

⑵金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び①から
④までに掲げるものの合計額
①破産更生債権及びこれらに準ずる債権 �  41

②危険債権 �  41

③三月以上延滞債権（貸出金のみ） �  41

④貸出条件緩和債権（貸出金のみ） �  41

⑶自己資本の充実の状況 �  42

⑷次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、 
時価及び評価損益
①有価証券 �  40

②金銭の信託 �  40

③規則第102条第1項第5号に掲げる取引 �  40

⑸貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 �  38

⑹貸出金償却の額 �  38

⑺会計監査人の監査を受けている旨 �  31

6．その他
⑴役職員の報酬体系について �  28

� （信用金庫法施行規則による）

「LINE」によるメッセージ、「とみたん」スタンプを好評配信中！

スマートフォンのコミュニケーションアプリ「LINE（ライン）」において、LINE公式アカウントを開設し、「とみた
ん」がキャンペーン情報や商品情報、とみたん情報、富山の情報などを発信しています。また「LINE」で利用で
きる「とみたん」のオリジナルクリエイターズスタンプも好評配信中です。

とみたんスタンプはコチラから！

イ ベ ントやLINEで 大 活 躍！

イメージキャラクター「とみたん」は、さまざまなイベントやLINE公式アカウントに登場して、皆さまから親しまれています。
LINE公式アカウント投稿



〒930-0051 富山市室町通り一丁目1番32号
https://www.shinkin.co.jp/tomishin/


